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は じ め に 
 

 

 

 

 2006（平成 18）年に自殺対策基本法が制定されて以降、国を挙げて対策に取り組んで

きたことにより、自殺者数は減少が続いておりましたが、新型コロナウイルス感染症の

流行など、社会情勢の変化等の影響等から、再び自殺者数が増加傾向となり、更なる対

策が求められています。 

 自殺の背景には、心身の健康問題、家庭や学校の問題、就労や経済問題等の様々な要

因が複雑に絡み合っているため、保健、医療、福祉、教育、労働、その他幅広い分野の

組織が一体となり、社会全体で自殺対策に取り組む必要があります。 

 本市においては、2019（令和元）年６月に策定した「水戸市自殺対策計画」の取組の

成果を検証するとともに、本市の自殺をめぐる現状や課題の整理を行い、このたび、コ

ロナ禍を踏まえ、複雑化・複合化する社会環境の変化に対応し、自殺対策の更なる推進

を図るため、「水戸市自殺対策計画（第２次）」を策定いたしました。 

 本計画では、目指す姿の「誰もが命の大切さを実感できる支えあうまち・水戸」の実

現に向け、「生きることの包括的な支援」、「地域におけるネットワークの強化」、「対応

の段階に応じた効果的な対策の推進」、「自殺対策を支える人材の育成と相談体制の強

化」、「普及・啓発の推進」の五つの基本方針のもと、関係機関や団体との緊密な連携を

図りながら、自殺対策を総合的に推進してまいりますので、より一層の御理解と御協力

をお願い申し上げます。 

 結びに、本計画の策定に当たり、アンケート調査において貴重な御意見をお寄せいた

だきました市民の皆様をはじめ、それぞれの専門的な知見や経験から活発に御審議をい

ただきました水戸市健康づくり推進協議会の委員の皆様、関係団体の皆様に、心から感

謝申し上げます。 

  

2024（令和６）年８月 

                     水戸市長  高 橋  靖 
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第１章 計画策定の基本的事項 
 

１ 計画策定の趣旨 

 

我が国においては、2006（平成18）年に自殺対策基本法が施行されて以降、それまで

個人の問題として捉えられてきた自殺の問題が、広く社会の問題として認識されるよう

になりました。誰も自殺に追い込まれることのない社会を目指して、国を挙げて自殺対

策を総合的に推進し、自殺者数は減少傾向となったものの、2020（令和２）年には11年

ぶりに自殺者数が前年を上回るなど、自殺者数は依然として高い水準で推移しています。

特に、女性やこども・若者の自殺が増加しており、人との関わり合いや雇用形態をはじ

めとしたコロナ禍における様々な社会情勢等の変化による今後の影響も懸念されてい

ます。 

このような中、国においては、自殺対策の指針である「自殺総合対策大綱」を2022（令

和４）年に改正し、コロナ禍の自殺への影響に関する調査・分析や自殺動向を踏まえた

取組等を新たに追加するなど、総合的な自殺対策の更なる推進・強化を図っています。 

本市においても、2019（令和元）年に策定した「水戸市自殺対策計画」に基づき、保

健、医療、福祉、教育、労働その他様々な分野の関係団体等との密接な連携のもと、実

効性の高い施策を総合的に推進しているところです。 

コロナ禍における社会経済情勢や自殺をめぐる諸情勢の変化、市民意向、ＳＤＧｓの

理念等を踏まえ、「水戸市第７次総合計画－みと魁・Nextプラン－」や関連計画との整合

を図りながら、誰も自殺に追い込まれることのない社会を目指し、「水戸市自殺対策計画

（第２次）」を策定するものです。 
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２ 計画策定の位置付け 

 

本計画は、自殺対策基本法に基づく「市町村自殺対策計画」として策定された前計画

をもとに、上位計画である「水戸市第７次総合計画－みと魁・Nextプラン－」や関連す

る「水戸市健康増進・食育推進計画（第３次）」、「水戸市地域福祉計画（第４次）」など、

本市が策定した各種個別計画との整合を図りながら策定します。 

また、国の「自殺総合対策大綱」、茨城県の「第４次健康いばらき21プラン」の内容を

踏まえ策定します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

３ 計画の期間 

 

2024（令和６）年度から2028（令和10）年度までの５年間とします。 

※ 社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

 

 

 

  

水戸市第７次総合計画 

－みと魁・Ｎｅｘｔプラン－ 

水戸市自殺対策計画(第２次) 

・水戸市健康増進・食育推進計画 

・水戸市地域福祉計画 

・水戸市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

・水戸市子ども・子育て支援事業計画 

・水戸市消費者教育推進計画 等

水戸市の関連計画 

 
 

茨城県の関連計画 

第４次健康いばらき 21 プラン 

 

 国の関連計画 

自殺対策基本法 

自殺総合対策大綱 

第 1 次 

2017(平成 29)年度～2023(令和５)年度 

第２次 

2024(令和６)年度～2028(令和 10)年度 
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第２章 水戸市の自殺をめぐる現況と課題 
 

１ 水戸市の自殺をめぐる現況 

 

(1) 自殺者数と自殺死亡率の推移 

本市における自殺者数及び自殺死亡率は、2019（令和元）年までは減少傾向にあり

ましたが、全国と同様に、2020（令和２）年は増加に転じました。2021（令和３）年

は減少したものの、2022（令和４）年は自殺死亡率が全国や茨城県を上回りました。 

また、自殺者数を男女別でみると、男性が多い傾向にありますが、2020（令和２）

年以降は女性の割合が増加しています。 

 

※ 自殺死亡率とは、年間の人口10万人当たりの自殺による死亡者数です。 

 

図 1 自殺者数の推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（水戸市） 

（出典：地域における自殺の基礎資料、厚生労働省）  
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図 2 自殺死亡率の推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（市、県、全国） 

 

（出典：地域における自殺の基礎資料、厚生労働省）  

 

表 1 自殺死亡率と自殺者数の推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（市、県、

全国） 

 
（出典：地域における自殺の基礎資料、厚生労働省）  
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(2) 年代別の自殺者数と自殺死亡率の推移 

本市の自殺者数を年代別でみると、自殺者数が多い年代は40歳代と50歳代となりま

すが、60歳以上の高年齢層の自殺者数も多い傾向が続いています。 

また、近年では、全国の傾向と同様、20歳未満と20歳代の若年層における自殺死亡

率が増加傾向にあります。 

 

図 3 年代別自殺者数の推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（水戸市） 

 
（出典：地域における自殺の基礎資料、厚生労働省） 

 

図 4 年齢階級別自殺死亡率の年次推移（2009（平成 21）～2022（令和４）年）（全

国） 

 

（出典：自殺統計、警察庁） 
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(3) 性年代別の自殺者数と自殺死亡率 

本市の自殺者数を性年代別でみると、男性は50歳代が最も多くなっており、女性で

は20歳代が最も多くなっています。また、自殺死亡率では、男女ともに全国と比べ20

歳代が高くなっています。 

 

図 5 性年代別の自殺者数と自殺死亡率（2017（平成 29）～2021（令和３）年合計）（水

戸市） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：地域自殺実態プロファイル（2022）、自殺総合対策推進センター） 

 

(4) 職業の有無別の自殺者数 

本市の自殺者数を職業の有無別にみると、前回調査時に比べ、有職者における自殺

者数の割合が増加しています。（有職者の自殺者数の割合 前回：32.9％） 

 

図 6 職業の有無別の自殺者数（2017（平成 29）～2021（令和３）年平均）（水戸市） 

 

（出典：地域自殺実態プロファイル（2022）、自殺総合対策推進センター） 
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(5) 職業別の自殺者数 

本市の自殺者数を職業別にみると、有職者である「被雇用者・勤め人」が最も多

く、次に無職者の「その他無職」や「年金等」となっています。 

 

図 7 職業別の自殺者数（2017（平成 29）～2021（令和３）年合計）（水戸市） 

 

（出典：地域自殺実態プロファイル（2022）、自殺総合対策推進センター） 

 

(6) 同居人の有無別の自殺者数 

本市の自殺者数を同居人の有無別にみると、男女ともに自殺者の60％以上に同居人

がいる状況となります。 

 

図 8 同居人の有無別の自殺者数（2017（平成 29）～2021（令和３）年合計）（水戸

市） 

 
（出典：地域自殺実態プロファイル（2022）、自殺総合対策推進センター） 
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(7) 同居人の有無、職業の有無、性別、年齢階層別の自殺者数 

本市の自殺者数を同居人の有無、職業の有無、性別、年齢階層別で組み合わせてみ

ると、男性の40～59歳の有職かつ同居人ありが最も多く、次いで男性の20～39歳の有

職かつ同居人あり、男性の60歳以上の無職かつ同居人ありとなっています。 

 

図 9 同居人の有無、職業の有無、性別、年齢階層別の自殺者数 

（2017（平成 29）～2021（令和３）年合計）（水戸市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：地域自殺実態プロファイル（2022）、自殺総合対策推進センター） 

 

表 2 図９から導かれる主な自殺の特徴（2017（平成 29）～2021（令和３）年合計）（水

戸市） 

上位３区分 
自殺者数 

5 年計 
割合 自殺死亡率* 背景にある主な自殺のプロセス** 

1 位:男性 40～59 歳有職同居 20 10.1% 14.3 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み

＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

2 位:男性 20～39 歳有職同居 17 8.6% 19.7 
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企

業)→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺 

3 位:男性 60 歳以上無職同居 16 8.1% 18.3 
失業(退職)→生活苦＋介護の悩み(疲れ)＋

身体疾患→自殺 

（出典：地域自殺実態プロファイル(2022)、自殺総合対策推進センター） 

 

順位は自殺者数に基づく順とした。 

*自殺死亡率の母数（人口）は、令和２年国勢調査を元に、自殺総合対策推進センターにて推計 

**「背景にある主な自殺のプロセス」は、自殺実態白書 2013（ライフリンク）を参考にした一般的な自

殺のプロセス。 
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(8) 産後うつ病に関する調査 

国の調査によると、出産後間もない時期の産婦の10人に１人が産後うつを経験する

と言われています。産後うつ病は自殺の危険因子であり、産後の初期段階における支

援を強化する必要があることから、本市においても、産後間もない時期に、産後うつ

病質問票（ＥＰＤＳ）調査（※）を実施しています。2018（平成30）年度からは、産

婦健康診査開始に伴い、産後２週間と産後１か月の時点で全産婦を対象に実施してい

ます。 

本市において、産後うつ病のリスクが高い産婦の割合は、８～15％台で推移してお

り、特に産後２週間の産婦は産後うつ病のリスクが高い傾向にあります。 

 

※ 産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）調査とは、産婦による自己記入式質問票で、うつ

病によくみられる症状をわかりやすい質問票にしたものです。質問項目は 10 項目

で合計が 30 点であり、９点以上をうつ病としてスクリーニングしています。 
 

図 10 産後うつ病質問票(ＥＰＤＳ)調査実施状況（2018（平成 30）～2022（令和４）年

平均）（水戸市） 

（出典：産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）調査、水戸市子育て支援課） 
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２ アンケート調査の概要 

 

(1) 調査の目的 

水戸市健康増進・食育推進計画(第３次)及び自殺対策計画（第２次）の策定の基礎

資料とするため、こころの健康に関する項目を含むアンケート調査を実施しました。 

 

(2) 調査対象 

① 対象地域：水戸市 

② 対象者：以下のとおり 

区分 対象者 

一般調査 水戸市在住の 20 歳以上(住民基本台帳から無作為抽出) 

 

(3) 調査期間 

2023(令和５)年７月～８月 

 

(4) 調査方法 

区分 調査方法 

一般調査 郵送にて配布し、郵送及びウェブで回収 

 

(5) 調査項目 

調査項目 設問数 調査項目 設問数 

基本属性 ４問 飲酒・喫煙 ４問 

健康管理 ４問 生活習慣病・がん ３問 

栄養・食生活 ７問 こころの健康 ５問 

身体活動・運動 ２問 その他 ６問 

休養・睡眠 ２問 計 37 問 

 

(6) 配布及び回収結果 

区分 配布数 有効回収数 有効回収率 

一般調査 2,600 894 34.4％ 

 

  

【注意事項】 

〇 本文、表、グラフなどに使われる「ｎ」は各設問に対する回答者数です。 

〇 複数回答(２つ以上選んでよい問)においては、％の合計が 100％を超える場合があり

ます。 
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(7) アンケート調査の主な結果（こころの健康について） 

 

① ストレスや悩みの有無 
問１ あなたは現在、日常生活でストレスや悩みがありますか。 

 
問 1-1 ストレスや悩みの有無（全体） 

「ある」が 67.0％、「ない」が 31.3％となっています。 

 

 

問 1-2 ストレスや悩みの有無（性別） 

「ある」は女性が 70.8％と男性よりも高くなっています。 

 
※ 性別無回答 10 件 

 

問 1-3 ストレスや悩みの有無（年齢別） 

「ある」は 30 代が 79.6％と最も高く、70 歳以上が 44.4％と最も低くなっています。

 

※ 年齢別無回答４件 

  

男性 363

女性 521

性別

61.4

70.8

36.1

28.0

2.5

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

年齢別

20～29歳 117

30～39歳 147

40～49歳 177

50～59歳 191

60～69歳 150

70歳以上 108

69.2

79.6

76.8

69.6

54.0

44.4

29.1

19.7

22.6

30.4

44.7

47.2

1.7

0.7

0.6

0.0

1.3

8.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

n=

全体 894 67.0 31.3 1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答
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② ストレスや悩みの原因 
補問１－１ <「１. ある」と回答した方のみ> それはどのような原因ですか。（あてはまる

ものすべてに○） 

「自分の仕事」が 51.6％と最も高く、次いで「収入・家計・借金等」が 31.4％、「家族と

の人間関係」が 25.5％となっています。 

 

 

％

家族との人間関係

家族以外との人間関係

恋愛・性に関すること

結婚

離婚

いじめ、ハラスメント

生きがいに関すること

自由にできる時間がな

い

収入・家計・借金等

自分の病気や介護

家族の病気や介護

妊娠・出産

育児

家事

自分の学業・受験・進学

子どもの教育

自分の仕事

家族の仕事

住まいや生活環境（公

害、安全及び交通事情

含む）

その他

わからない

無回答

25.5

25.4

5.2

3.5

1.5

4.2

13.9

12.9

31.4

15.0

18.2

2.5

11.5

9.3

4.0

14.2

51.6

6.3

10.0

5.7

1.5

2.8

0 10 20 30 40 50 60

(n = 599)
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③ 自殺を考えるような強いストレスの有無 
問２ あなたは、この１年間に、自殺を考えるような強いストレスを感じたことがあります

か。 

 

問 2-1 自殺を考えるような強いストレスの有無（全体） 

「ない」が 88.5％、「ある」が 9.2％となっています。 

 

問 2-2 自殺を考えるような強いストレスの有無（性別） 

「ある」は女性が 10.0％と男性よりも高くなっています。 

 

※ 性別無回答 10 件 

 

問 2-3 自殺を考えるような強いストレスの有無（年齢別） 

「ある」は 20 代が 17.1％と最も高く、70 歳以上が 1.9％と最も低くなっています。 

※ 年齢別無回答４件 

  

性別

男性 363

女性 521

7.4

10.0

89.0

88.5

3.6

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

年齢別

20～29歳 117

30～39歳 147

40～49歳 177

50～59歳 191

60～69歳 150

70歳以上 108

17.1

13.6

8.5

8.9

5.3

1.9

82.1

85.0

89.8

90.6

93.3

87.0

0.9

1.4

1.7

0.5

1.3

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答

n=

全体 894 9.2 88.5 2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない 無回答
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④ 自殺を考えるような強いストレスの原因 
補問２－１ <「１. ある」と回答した方のみ> それはどのような原因ですか。（あてはまる

ものすべてに○） 

 
補問 2-1-1 自殺を考えるような強いストレスの原因（全体） 

「自分の仕事」が 37.8％と最も高く、次いで「家族との人間関係」が 28.0％、「収入・家

計・借金等」が 25.6％となっています。 

％

家族との人間関係

家族以外との人間関係

恋愛・性に関すること

結婚

離婚

いじめ、ハラスメント

生きがいに関すること

自由にできる時間がな

い

収入・家計・借金等

自分の病気や介護

家族の病気や介護

妊娠・出産

育児

家事

自分の学業・受験・進学

子どもの教育

自分の仕事

家族の仕事

住まいや生活環境（公

害、安全及び交通事情

含む）

その他

わからない

無回答

28.0

17.1

8.5

1.2

6.1

8.5

20.7

11.0

25.6

14.6

9.8

1.2

6.1

4.9

1.2

6.1

37.8

4.9

8.5

9.8

2.4

1.2

0 10 20 30 40 50

(n = 82)
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補問 2-1-2 自殺を考えるような強いストレスの原因（性別） 

「収入・家計・借金等」は男性が 37.0％と女性よりも高く、「自由にできる時間がない」

は女性が 13.5％と男性よりも高くなっています。 

※ 性別無回答３件 

  

％

家族との人間関係

家族以外との人間

関係

恋愛・性に関する

こと

結婚

離婚

いじめ、ハラスメン

ト

生きがいに関する

こと

自由にできる時間

がない

収入・家計・借金等

自分の病気や介護

家族の病気や介護

妊娠・出産

育児

家事

自分の学業・受験・

進学

子どもの教育

自分の仕事

家族の仕事

住まいや生活環境

（公害、安全及び

交通事情含む）

その他

わからない

無回答

25.3

16.5

8.9

1.3

6.3

8.9

20.3

10.1

26.6

15.2

6.3

1.3

6.3

5.1

1.3

5.1

38.0

3.8

7.6

10.1

2.5

1.3

22.2

11.1

3.7

0.0

14.8

3.7

22.2

3.7

37.0

14.8

0.0

0.0

3.7

3.7

0.0

3.7

44.4

3.7

7.4

11.1

0.0

0.0

26.9

19.2

11.5

1.9

1.9

11.5

19.2

13.5

21.2

15.4

9.6

1.9

7.7

5.8

1.9

5.8

34.6

3.8

7.7

9.6

3.8

1.9

0 10 20 30 40 50

(n = 79)

全体 男性 女性
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補問 2-1-3 自殺を考えるような強いストレスの原因（年齢別） 

「家族との人間関係」で 50 代が 52.9％と最も高く、30 代が 10.0％で最も低くなってい

ます。 

％

家族との人間

関係

家族以外との
人間関係

恋愛・性に関

すること

結婚

離婚

いじめ、ハラ

スメント

生きがいに関

すること

自由にできる

時間がない

収入・家計・借

金等

自分の病気や

介護

家族の病気や

介護

28.0

17.1

8.5

1.2

6.1

8.5

20.7

11.0

25.6

14.6

9.8

20.0

10.0

25.0

0.0

0.0

5.0

35.0

10.0

20.0

5.0

0.0

10.0

15.0

5.0

0.0

10.0

0.0

5.0

15.0

10.0

5.0

5.0

40.0

33.3

0.0

6.7

0.0

13.3

33.3

13.3

40.0

26.7

20.0

52.9

17.6

0.0

0.0

11.8

23.5

11.8

11.8

35.3

23.5

11.8

25.0

0.0

12.5

0.0

12.5

0.0

25.0

0.0

37.5

25.0

25.0

0.0

50.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

(n = 82)

全体 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上
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％

妊娠・出産

育児

家事

自分の学業・

受験・進学

子どもの教育

自分の仕事

家族の仕事

住まいや生活

環境（公害、

安全及び交通

事情含む）

その他

わからない

無回答

1.2

6.1

4.9

1.2

6.1

37.8

4.9

8.5

9.8

2.4

1.2

0.0

5.0

0.0

5.0

5.0

40.0

5.0

0.0

10.0

0.0

0.0

5.0

15.0

10.0

0.0

10.0

55.0

5.0

5.0

10.0

10.0

0.0

0.0

0.0

6.7

0.0

6.7

26.7

13.3

20.0

13.3

0.0

0.0

0.0

5.9

5.9

0.0

5.9

35.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

25.0

0.0

12.5

12.5

0.0

12.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

50.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

(n = 82)

全体 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上
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⑤ 自殺を考えるような強いストレスを感じたときの相談相手 
補問２－２ <「１. ある」と回答した方のみ> あなたは、自殺を考えるような強いストレス

を感じたときに、どこ（誰）に相談しますか。（あてはまるものすべてに○） 

「相談する必要はないので誰にも相談していない」が 28.0％と最も高く、次いで「相談

したいが誰にも相談できないでいる」が 23.2％、「家族」が 18.3％となっています。 

 

  

％

家族

友人

職場

学校

民間の相談機関

市の相談窓口

県の相談窓口

国の相談窓口

相談したいが誰にも相

談できないでいる

相談したいがどこに相

談したらよいかわからな

い

相談する必要はないの

で誰にも相談していな

い

無回答

18.3

15.9

2.4

0.0

6.1

1.2

1.2

2.4

23.2

12.2

28.0

9.8

0 10 20 30 40

(n = 82)
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⑥ ストレスや悩みの解消方法 
問３ あなたは、ストレスや悩みを解消するために、普段どのようなことをしますか。（あて

はまるものすべてに○） 

「趣味」が 47.8％と最も高く、次いで「ゆっくり過ごす」が 44.7％、「好きなものを食べ

る」が 43.7％となっています。 

 

⑦ 相談しやすい方法 
問４ あなたが、ストレスや悩みを抱えたときに相談しやすいのは、どのような方法です

か。（あてはまるものすべてに○） 

 
問 4-1 相談しやすい方法（全体） 

「電話」が 34.1％と最も高く、次いで「ＳＮＳ、インターネット」が 31.2％、「窓口での

面接」が 16.8％となっています。 

 

 

％

趣味

旅行

飲酒

ゆっくり過ごす

睡眠

運動

好きなものを食べる

人に話を聞いてもらう

その他

特になし

無回答

47.8

18.2

18.2

44.7

38.5

23.0

43.7

35.8

5.1

6.9

1.7

0 10 20 30 40 50 60

(n = 894)

％

電話

窓口での面接

訪問面接

ＳＮＳ、インターネット

その他

無回答

34.1

16.8

6.9

31.2

14.3

12.5

0 10 20 30 40

(n = 894)
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問 4-2 相談しやすい方法（年齢別） 

「ＳＮＳ、インターネット」は 20 代が 53.0％と最も高く、70 歳以上が 6.5％と最も低く

なっています。 

※ 年齢別無回答４件 

 

⑧ 相談機関の認知度 
問５ あなたは、ストレスや悩みを抱えたときの相談機関を知っていますか。 

「なんとなく知っているが具体的にはわからない」が 43.6％と最も高く、次いで「知ら

ない」が 34.2％、「知っている」が 20.1％となっています。 

 

  

n=

全体 894 20.1 43.6 34.2 2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている なんとなく知っているが具体的にはわからない 知らない 無回答

％

電話

窓口での面接

訪問面接

ＳＮＳ、インターネッ

ト

その他

無回答

34.3

16.7

7.0

31.3

14.3

12.4

32.5

15.4

8.5

53.0

10.3

2.6

29.3

19.0

10.2

44.9

9.5

8.2

33.3

14.1

5.6

40.7

17.5

5.6

39.3

22.5

4.2

26.2

14.1

7.3

35.3

18.7

9.3

14.7

18.7

19.3

34.3

6.5

4.6

6.5

13.9

38.9

0 10 20 30 40 50 60

(n = 890)

全体 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上
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３ 第１次計画の評価指標の達成状況 

 

第１次計画に掲げた評価指標と現状値の比較については次のとおりです。 

 

目標値を達成したものは「安心・安全見守り隊参加団体数」の１項目で、改善してい

る項目は「ゲートキーパー研修受講者数」１項目でした。 

一方で、横ばい・悪化となった項目が「自殺死亡率」、「相談機関を知っている人の割

合」、「赤ちゃんと触れ合う機会を通して命の大切さを実感できた中学生の割合」の３項

目ありました。 

 

評価区分 評価基準 項目数 

Ａ 達成 進捗率 100 以上 １項目 

Ｂ 改善 進捗率０を超え、かつ、100 未満 1 項目 

Ｃ 横ばい・悪化 進捗率０以下 ３項目 

※ 進捗率の計算方法 （現状値―前回計画策定時の値）／（目標値―前回計画策定時の値）×100 

 

※ 自殺死亡率とは、年間の人口 10 万人当たりの自殺による死亡者数です。 

評価指標 

前回計画時 現状値 目標値 

達成 

状況 
2015 

(平成 27)年度 

2023 

(令和５)年度 

2023 

(令和５)年度 

自殺死亡率（※） 16.1 
20.7 

（令和 4 年） 
12.5 以下 C 

安心・安全見守り隊参加団体数 84 団体 212 団体 185 団体 A 

ゲートキーパー研修受講者数 677 名 1,173 名 1,500 名 B 

相談機関を知っている人の割合 20.7％ 20.1％ 100％ C 

赤ちゃんと触れ合う機会を通して

命の大切さを実感できた中学生の

割合 

― 94.6％ 100％ C 
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４ 関係団体ヒアリングの結果 

 

(1) ヒアリングの目的 

自殺対策に関する現状と課題を把握し、本計画の基礎資料とすることを目的とし

て、関係する団体等に対してヒアリングを実施しました。 

 

(2) ヒアリングの概要 

実施日 実施団体 主な意見 

令和５年 

10月12日 

さざれの

集い（自

死遺族の

自死遺族

による集

い） 

・自死遺族への支援について、自死遺族が語り合う場の提供と自

死に対する偏見への対応が重要。 

・相談機関の周知や連携のための連携先のリスト作成を含め、カ

ウンセリング部門や心療内科、教育分野での連携強化が必要。 

10月18日 水戸市消

費生活セ

ンター 

・消費者市民大学を受講してもらい、消費者サポーターとして地

域を見守ってもらっている（累計受講者は 80 人弱）。 

・消費生活相談、多重債務相談の周知と強化が必要。他県では自

殺予防（借金、経済問題）マニュアルを作成し、ＰＲしている

ところもある。 

10月18日 水戸市食

生活改善

推進員会 

・こどもの相談先や逃げ場所、命の大切さの教育が必要。 

・一人暮らし高齢者の食事会や親子料理教室など、地区活動を活

かし、食育を通して支援していきたい。 

・役所に行かなくても済むように各市民センターが相談機関に

つなぐ役割を担ってほしい。センター職員に聞けない場合もあ

るので、見れば分かるように相談先を掲示してほしい。 

・窓口があっても相談できない人もいるので、市報を利用し、自

殺予防特集を組むとよいのではないか。 

10月19日 茨城県精

神保健協

会 

・民生委員との連携が必要。自死遺族会の周知、ゲートキーパー

養成研修会を受講する機会があるとよい。 

・自殺を考える方はなかなか相談したがらず、把握するのが難し

いため、自殺未遂者支援が重要。 

・こどもは親に巻き込まれての自死が多い。家庭の課題をサポー

トする必要がある。 

・学生に対しては、いじめや命の大切さ、相談することの大切さ

の講演があるとよい。 

・就労者は、管理者に対するパワハラ、セクハラ教育が必要。 

・高齢者は外出支援の充実が必要。特に外出向きではない男性へ

の支援も工夫できるとよい。 
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実施日 実施団体 主な意見 

10月20日 茨城労働

局雇用環

境・均等

室 

・自殺に追い込まれる前に相談してもらうよう取り組むために、

相談窓口を一つにしてわかりやすくする。本人が気づかないと

支援に入れない。周知して気づきを促すことが必要。 

・他分野が行っていることを正しく把握しないと、本当の連携は

できない。市は職域との連携が必要だと考える。 

・女性が経済的に自立できるよう支援が必要。 

10月22日 水戸市民

生委員児

童委員連

合協議会 

・自殺を考えている方は、自殺防止的な名称を冠した窓口に来る

ことに抵抗があると思われるので、民生委員が色々な相談に応

じる窓口になっていることを広く周知し、気軽に相談できる環

境を作る必要がある。 

・ゲートキーパー養成研修会の機会を増やし、特に子育て世代に

は気軽にこどもを預けられ、一時的に子育てから開放される時

間が作れるように支えることが重要。 

・スマホやパソコン等で気軽に相談できる環境を作り、理解関心

を深めることが重要。 

10月25日 水戸市保

健推進員

連絡協議

会 

・地域で見守り、寄り添って話を聞き、つなぐ役割を担いたい。 

・ゲートキーパー養成研修会の回数を増やし、研修後に各地区で

グループワークの機会を設けたり、市民センターで自殺予防講

演会や、傾聴ボランティアの研修会があるとよい。 

・女性の病気や自殺は家庭崩壊につながるので、女性が意見を出

しやすい環境を作ってほしい。 

・市民センターや学校に箱を設置し、誰でも（こどもでも）悩み

や困りごとを書いた手紙を入れられるようにしてはどうか。 

10月25日 茨城いの

ちの電話 

・自殺未遂者及び家族への退院後支援(仕組み)があるとよい。ま

た、退院後の相談先が分かるものを作成し、退院時に病院から

案内してもらえるとよい。 

・自死遺族に対するカウンセリング費用の助成があるとよい。 

・精神科の通院を要するほどではないが、軽度の方が利用できる

ところがあるとよい。 

・関心のない人への周知について考える必要がある。 

・22 時～１時に電話相談が多く、その時間帯に対応できる窓口

を増やす必要がある。また、「死にたい」と相談されたときに

すぐに対応できる窓口も必要である。 

10月26日 水戸市総

合教育研

究所 

・小中学生へ相談先の周知や予防的教育が必要。 

・命の授業。学校以外にも居場所があることを知ってもらう。 

・必要な機関（病院、保健福祉分野、フリースクールなど）と連

携する。 

・ＳＮＳやインターネットを活用したり、駅でのチラシ配布や電

子広告を使用し周知してはどうか。 
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５ 水戸市の課題 

 

本市の自殺をめぐる現状、アンケート調査、関係団体のヒアリング等を通じて、主な課

題を整理しました。 

 

(1) 個々人に応じた支援 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」であり、市民アンケ

ート調査においても、「自殺を考えるような強いストレス」（※１）の原因は多岐にわ

たっています。原因の上位は、「自分の仕事」、「家族との人間関係」、「収入・家計・

借金等」となっており、自殺対策は、個々人のライフステージや置かれた環境に応じ

た適切な支援を推進していくことが重要です。 

① こども・若者への支援 

② 女性への支援 

③ 高齢者への支援 

④ 働く世代への支援 

⑤ 生活困窮者への支援 

⑥ 自殺未遂者と遺された人への支援 

 

※１ Ｐ14 市民アンケート調査 「自殺を考えるような強いストレスの原因」 

 

(2) 孤立を防ぐ支援 

本市における主な自殺の特徴として、60歳以上の男女の自殺者数が多く（※２）、

支援が優先されるべき対象群の上位を占めています。特に高齢期は、孤立・孤独に陥

りやすく、地域のつながりが重要な役割を持つことから、自殺予防において、地域で

の「気づき、見守る」ことができる人材育成が必要となります。 

また、遺された人への支援、こどもから高齢者まで全ての年代の居場所づくりなど

を含めた、生きることを支援する幅広い環境づくりが重要です。 

住み慣れた地域で、見守りや支えあいを推進しながら、健康で生き生きと暮らすこ

とのできる環境づくりを進める必要があります。 

 

※２ Ｐ６ 図５ 「性年代別の自殺者数と自殺死亡率」 
 

(3) 市民一人一人の気づきと見守り     

本市においては、自殺者数の約６割（※３）に同居人がいる状況です。様々な悩み

や生活上の困難を抱える人に対して、身近な人がこころの変化に気づき、その悩みや

不安を周囲が親身になって聴くことが重要です。 

自殺の問題は、誰もが当事者になり得る重大な問題であり、様々な社会的要因が背

景にあることが知られています。追い込まれた末の死としての自殺を防ぐためには、

身近な人が自殺を考えている人の存在に気づき、専門家につなぎ見守っていくとい
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う、自殺対策における市民一人一人の役割等についての意識が共有されるよう啓発す

る必要があります。 

※３ Ｐ７ 図８ 「同居人の有無別の自殺者数」 

 

(4) 相談支援体制 

市民アンケート調査（※４）では、ストレスや悩みを抱えたときの相談先を「知ら

ない」との回答が34.2％、「なんとなく知っているが具体的にはわからない」との回

答が43.6％を占めています。 

このことから、健康問題、経済問題、家庭問題など、様々な問題を抱えている人に

対する相談支援体制の充実を図るとともに、暮らしや命の危機に直面したときの支援

の求め方について、具体的かつ実践的な方法を周知し、つらいときには誰かに援助を

求めることが適切であるということへの理解を促すことが重要です。 

 

※４ Ｐ20 市民アンケート調査 「相談機関の認知度」 
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第３章 計画の基本的方向 
 

１ 目指す姿 

 

世界保健機関（ＷＨＯ）が「自殺は、その多くが防ぐことのできる社会的な問題」で

あると明言しているように、自殺は社会の努力で避けることのできる死であるというこ

とが、世界の共通認識となっています。 

この共通認識の下、自殺対策は、生きることの包括的な支援として、市民一人一人が

かけがえのない個人として尊重されるとともに、地域において共に支えあい、生きる力

を基礎として生きがいや希望をもって暮らすことができるよう、「生きることの阻害要

因（過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立等の自殺のリスク要因）」を減らす

取組に加えて、「生きることの促進要因（自己肯定感、信頼できる人間関係、危機回避能

力等の自殺に対する保護要因）」を増やす取組を推進していくものとして、目指す姿を次

のように定めます。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

誰もが命の大切さを実感できる 

支えあうまち・水戸 
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２ 基本方針 

 

本計画では、目指す姿の実現に向け、五つの基本方針を定め、基本施策を展開していく

ものとします。 

 

(1) 生きることの包括的な支援 

自殺対策は、生きることの阻害要因を減らす取組に加えて、生きることの促進要因

を増やす取組が必要です。生きることの包括的な支援として、社会全体の自殺リスク

を低下させるとともに、一人一人の生活を守るという姿勢で地域における居場所づく

りを進めるなど、様々な分野において、誰一人取り残さない取組への支援を推進しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地域におけるネットワークの強化 

自殺は、健康、経済・生活、人間関係等の問題、地域・職場のあり方の変化などの

様々な要因と、その人の性格傾向、家族の状況、死生観などが複雑に関係していま

す。このため、保健、医療、福祉、教育、労働その他の様々な分野との連携・協働を

図りながら、本市の特性に応じた自殺対策を強化します。 

 

(3) 対応の段階等に応じた効果的な対策の推進 

自殺対策は、個々人の問題解決に取り組む対人支援のレベル、関係機関が連携して

包括的な支援を行う地域連携のレベル、法律等の枠組みの整備に関わる社会制度のレ

ベルの三つのレベルに分け、これらを有機的に連動させることが重要です。 

加えて、これら三つのレベルの個別の施策を、自殺の危険性が低い段階における啓

発等の事前対応、現に起こりつつある自殺発生の危険に介入する危機対応、自殺や自
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殺未遂が生じてしまった場合等における事後対応の３段階ごとに講じていく必要があ

ります。各個別の施策をレベルや段階に応じて一体的に組み合わせていくことによ

り、効果的な自殺対策を推進します。 

 

(4) 自殺対策を支える人材の育成と相談支援体制の強化 

自殺対策は、悩んでいる人に寄り添い、関わりを通して「孤独・孤立」を防ぎ、支

援することが重要です。自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけることができる

とともに、話を聞き、必要な支援につなげ、適切に見守っていくことができる人材に

ついて、様々な分野において育成を図ります。 

さらに、抱える悩みの背景や原因の解決に向けた相談支援体制の強化を図ることに

より、社会全体で支援の手を差し伸べる体制づくりを推進します。 

 

(5) 普及・啓発の推進 

自殺に追い込まれるという危機は、誰にでも起こり得る危機です。危機に陥った人

の心情や背景への理解を深め、危機に陥った場合は誰かに援助を求めることが適切で

あるということが、社会全体の共通認識となるよう、更なる普及・啓発を推進しま

す。           
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３ 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本方針３ 

対応の段階等に応じた効果的な対策の推進 

基本方針 
基本施策 

具体的施策 

目指 

す姿 

誰
も
が
命
の
大
切
さ
を
実
感
で
き
る 

支
え
あ
う
ま
ち

・
水
戸 

基本方針１ 

生きることの包括的な

支援 

基本方針２ 

地域におけるネットワ

ークの強化 

基本方針４ 

自殺対策を支える人材

の育成と相談支援体制

の強化 

基本方針５ 

普及・啓発の推進 

４ 早期の気づきと見守りを担う人づく

り 

(1) ゲートキーパー養成の充実 

(2) 学校教育・社会教育に関わる人への

研修の充実 

５ 相談支援体制の強化 

(1) 相談支援体制の充実 

(2) 支援者への支援 

６ 市民への啓発と周知 

(1) リーフレット等を活用した啓発 

(2) 講演会やイベント等を活用した啓

発 

(3) 各種メディアを活用した啓発 

１ 個々人に応じた支援の強化 

(1) こども・若者への支援  

(2) 女性への支援 

(3) 高齢者への支援   

(4) 働く世代への支援 

(5) 生活困窮者への支援 

(6) 自殺未遂者と遺された人への支援 

３ 地域における支援の強化 

(1) 関係機関の連携強化 

２ 孤立を防ぐ支援の強化 

(1) 居場所・生きがいづくりの推進 
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４ 重点的に取り組む事項 

 

水戸市の課題として抽出された「こども・若者」、「高齢者」、「就労環境問題」、「生活

困窮者」に対する施策に加え、国が新たに重点施策として位置付けた「女性」に対する

施策について重点的に推進します。 

  

(1) こども・若者の自殺対策の推進 

いじめを苦にしたこどもの自殺の予防、ＳＯＳの出し方に関する教育を推進すると

ともに、こどもが出したＳＯＳへのいち早い大人の気づきや受け止め方等について普

及・啓発に取り組みます。 

また、思春期、青年期において精神的問題を抱える若者、自傷行為の繰り返しや虐

待を受けた影響等により深刻な生きづらさを抱える若者について、適切な医療機関や

相談機関を利用できるように支援するなど、早期発見、早期介入のための取組を推進

します。 

本市におけるこども・若者の自殺者数は、全体に占める割合は低いものの、近年増

加傾向にあるため、こどもの頃からの自殺リスクの低減を図るため、保健、医療、福

祉、教育等の関係機関と連携しながら、様々な状況に応じた施策を推進します。 

 

(2) 女性の自殺対策の推進 

女性の自殺者数は、2019（令和元）年以降増加傾向となっており、特に20歳代の女

性の増加が顕著になっています。 

妊娠期から産後にかけて、支援が必要な妊婦や、出産後間もない時期の産婦への産

後うつに対する支援など、安心してこどもを生み育てることができるよう支援を推進

します。 

また、コロナ禍で顕在化した女性の雇用問題や家庭内暴力等、性犯罪・性暴力等の

困難な問題を抱える女性への支援体制の強化が必要です。 

女性特有の視点を踏まえた相談支援体制の推進に向け、関係機関との連携を強化し

ます。 

 

(3) 高齢者の自殺対策の推進 

高齢者の社会参加や生きがいづくりの支援、居場所づくり等の施策を強化し、高齢

者が活動的で生きがいのある生活を送れるよう、住民主体の通いの場の充実と介護予

防のための活動を推進します。 

また、地域包括ケアシステムを構築し、地域住民や関係団体等との連携を深め、高

齢者の生活支援サービス提供体制づくりを推進するとともに、「水戸市安心・安全見

守り隊」の活動など、地域での見守り体制を強化します。 

 

(4) 就労環境問題に関わる自殺対策の推進 

事業者等との連携により、仕事に関する悩みを抱えた人が、適切な相談支援を受け
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ることができるよう、相談支援体制の強化を図るとともに、ストレスチェックを実施

し、自身のストレスに気づき、これに対処するための知識の習得とセルフケアを実践

できる環境づくりを促進します。 

また、市民一人一人がやりがいや充実感を得ながら働き、仕事上の責任を果たすと

ともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階

に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会に向けた環境づくりに取り組みます。 

 

(5) 生活困窮者の自殺対策の推進 

生活困窮者が抱える困り事や不安に対し、専門の支援員が相談を受け、どのような

支援が必要かを相談者と一緒に考え、寄り添いながら自立に向けた支援を推進しま

す。 

また、生活困窮者世帯のこどもが将来自立した生活を送れるための学習支援をはじ

め、進学に関する支援、日常的な生活習慣の改善に関する助言、仲間と出会い活動が

できる居場所づくりなど、世代を超えた貧困の連鎖を防ぐための環境整備と教育機会

の均衡化を推進します。 

さらに、失業者に対する早期再就職支援とともに、求職者に対する求人情報の提供

や職業相談など、関係機関と連携した就労支援体制の構築を推進します。 
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５ 計画の数値目標・目標水準 

 

(1) 数値目標 
 

2028（令和 10）年の自殺死亡率を 12.5 以下にする 

 

〇 数値目標の算出根拠 
計画策定の趣旨のとおり、自殺対策を通じて最終的に目指すべき姿は、全ての人が

かけがえのない個人として尊重される社会の実現です。 

国は、前「自殺総合対策大綱」において、当面の目標として、先進諸国の現在の水

準まで減少させることを目指し、2026（令和８）年までに、自殺死亡率を2015（平成

27）年と比べて30％以上減少させることを目標に掲げました。これは、全国の自殺死

亡率を、2015（平成27）年の18.5から2026（令和８）年までに13.0以下にするという

ものです。 

2020（令和２）年に再び自殺者数が増加傾向に転じたことを踏まえて策定された新

たな自殺総合対策大綱においても、引き続き、同様の数値目標が設定されました。 

本市においても、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、国と

同様に、自殺死亡率を2015（平成27）年と比べて30％以上減少させることを目指しま

す。 

このため、本計画では、最終年となる2028（令和10）年の自殺死亡率の目標を、

12.5以下とします。 

なお、できるだけ早期に目標を達成できるよう努めるものとし、目標が達成された

場合は、計画期間内において新たな目標を設定するものとします。  

 

※ 自殺死亡率とは、年間の人口10万人当たりの自殺による死亡者数です。 
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(2) 目標水準 

計画の推進における効果検証のために、各施策の実施状況を確認するとともに、数

値化できる施策については、評価指標を設定します。 

 

指 標 現況 
目標 

（2028（令和10）年度） 

自殺死亡率 
20.7 

（2022(令和4)年） 
12.5以下 

水戸市安心・安全見守り隊参加団体数 
212団体 

（2023（令和5）年） 
250団体 

ゲートキーパー研修受講者数 
1,173名 

（2023（令和5）年） 
1,900名 

相談機関を知っている人の割合 
20.1％ 

（2023（令和5）年） 
50％ 

ＳＯＳの出し方に関する教育を市内全校

で年１回以上実施 

100％ 

（2022（令和4）年） 
100％ 
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第４章 施策の展開 
 

◇基本施策１ 個々人に応じた支援の強化 

 

市民アンケート調査では、自殺を考えるようなストレスの原因は、「自分の仕事」、「家族

との人間関係」、「収入・家計・借金等」の順に多くなっていることから、地域や職域等の関

係機関と連携を強化し、確実に支援につなげるための包括的な支援体制づくりを推進する

必要があります。 

 

【具体的施策１】 こども・若者への支援 
 

【現状と課題】 

〇全国における20歳未満の自殺死亡率は、全体に占める割合では低いものの、2016（平成28）

年以降増加傾向が続いており、こどもへの支援や若者の特性に応じた支援の充実が必要

です。 

〇本市においては、「水戸市いじめ防止基本方針」を策定するとともに、いじめ解決推進事

業「ふれあいプラン」を推進し、いじめの未然防止や早期発見に取り組んでいます。 

 

【施策の基本的方向】 

〇こども・若者が抱える様々な悩みに対応することができるよう、相談体制の強化・充実を

図ります。 

〇保護者への相談支援を行い、こどもの健全な育成を推進します。 

〇市、学校、家庭、地域住民等が連携して、学校生活における「こころの健康づくり」を推

進します。 

〇こども・若者が社会において直面する可能性のある様々な困難、ストレスへの対処方法を

身に付け、不安や悩みを抱え込まずに学校生活や社会生活を送れるよう、ＳＯＳの出し方

に関する教育を推進します。 

 

事業名 事業内容 

ＳＯＳの出し方に関する

教育の推進 

・命の大切さを実感できる教育の推進 

・こころの発達及び不安や悩み、ストレス等への対処方法を身

に付けるための教育の推進 

命の大切さを学ぶ授業の

推進 

・中学生が、赤ちゃんと触れ合う機会を通して、親の愛情を感

じ、命の大切さを学ぶ授業の推進 

ホームフレンド事業の推

進 

・ＤＶ被害者のこどもが抱えるこころの不安が軽減できるよ

う、学生等を話し相手として派遣 

定期健康診断の実施 ・乳幼児、児童生徒等を対象とした定期健康診断の実施や、健

診結果をもとにした乳幼児、児童生徒等の心身の状況把握 
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事業名 事業内容 

相談体制の充実 ・各学校への「相談ポスト」の設置 

・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、心の

教室相談員の活用 

・総合教育研究所内に「いじめ相談ダイヤル」の設置 

・児童生徒の教育上の諸問題や対応に関する教育相談（来所相

談、電話相談等）の実施 

・校内オンライン相談窓口の設置 

ＳＮＳ相談窓口等の周知 ・ＳＮＳ・ＬＩＮＥ相談窓口（県） 

・こころのＳＮＳ相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省ＳＮＳ相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

各種相談窓口の周知 ・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

いじめの未然防止の取組

の推進 

・地域団体、ＰＴＡ、児童生徒、教職員等による登校時の「あ

いさつ運動」の月１回以上の実施 

・人権擁護委員による「いじめをなくそう人権教育」の全校で

の実施 

いじめの早期発見・早期

対応のための支援体制の

強化 

・各学校において、児童生徒に対し、年６回のいじめの実態調

査を実施 

・総合教育研究所内に設置した「いじめ対応専門班」による学

校訪問 

・ＰＴＡ、警察、児童相談所、民生委員、保護司等と連携した

サポートチームによる対応 

いじめ防止対策推進法に

定める組織等の運営 

・各学校における「学校いじめ防止対策委員会」の運営 

・「水戸市いじめ問題対策連絡協議会」の運営 

・「水戸市いじめ問題調査委員会」の運営 

・「水戸市いじめ再調査委員会」の運営 

教育支援センター「うめ

の香ひろば」の実施 

・不登校児童生徒の学校復帰への支援、自立に向けた支援 

・うめの香ひろば通級生の在籍学校教職員とのコンサルテーシ

ョンによる情報共有 

保護者に対する相談支援 ・スクールカウンセラー等を活用した家庭教育フォーラムの開

催 

・不登校児童生徒の保護者に対する相談活動の実施 

要保護児童及びＤＶ対策

地域協議会による地域ネ

ットワークの強化 

・児童やＤＶ被害者等の抱える問題や自殺の危機等に関する情

報の共有など、関係機関や地域との連携強化 

・適正な児童養育及び児童虐待やＤＶの発生予防、早期発見、

早期対応等の実施 

青少年・若者の非行・犯罪

対策の推進 

・青少年相談員による街頭補導活動や各中学校区青少年育成会

等の地域団体による非行防止活動の推進 

体験活動を通じた青少年

の生きる力の育成 

・地域活動やボランティア活動、各種行事等へ参画できる機会

の拡充による青少年の様々な社会参加活動の促進 
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【具体的施策２】 女性への支援 
 

【現状と課題】 

〇本市の女性の自殺者数は、2019（令和元）年以降増加傾向にあります。市民アンケート調

査では、男性に比べ、ストレスがあるとした人の割合が高くなっています。 

〇産後うつ病に関する調査によると、産後２週間の産婦は産後うつ病のリスクが高い傾向

にあります。 

 

【施策の基本的方向】 

〇予期せぬ妊娠などによる身体的・精神的な悩みや不安、産後うつの予防など、妊産婦等へ

の支援体制を推進します。 

〇子育てに関する悩みを一人で抱え込み、自殺リスクに発展することがないよう、子育て世

代への支援や相談支援体制を強化します。 

〇性犯罪・性暴力被害者など、困難な問題を抱える女性への支援を推進します。 

 

事業名 事業内容 

妊娠期から子育て期に係

る相談・支援体制の充実 

・母子保健コーディネーターによる産科や精神科医療機関等と

連携した切れ目ない支援の提供 

・生後４か月までの乳児がいる家庭に対し、子育てアドバイザ

ー等の訪問による相談・支援 

・養育支援が必要な家庭に対し、専門職アドバイザーの派遣に

よる児の見守りや養育者への支援 

・地域子育て支援拠点事業や保育所、幼稚園等の園庭開放事業

による未就園児及びその保護者の交流の場の提供や相談の実

施 

・わんぱーく・みと、はみんぐぱーく・みとにおける子育てに

関する相談の実施 

・家庭児童相談員による子育てに関する悩みなどを抱える保護

者に対する相談対応、情報提供 

・子育て支援相談員による子育て家庭への適切な子育てサービ

スの情報提供や相談・支援の実施 

ＤＶ被害者に対する相

談・支援体制の充実 

・女性相談員によるＤＶ被害者に対する相談対応、情報提供 

・ＤＶ被害者の自立促進のための相談支援、情報提供 

女性のための労働相談 ・労働や法律等に関する相談体制を充実させるため、女性の社

会保険労務士による電話相談の実施 

・就労に関して不安や悩みを抱えている女性に向けた、積極的

な情報発信 

オンライン相談の周知 ・女性のためのこころのオンライン相談＠いばらき等の周知 

・ＳＮＳ・ＬＩＮＥ相談窓口（県） 

・こころのＳＮＳ相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省ＳＮＳ相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 
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事業名 事業内容 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

多様な子育てニーズに対

応した情報の発信 

・子育て支援ガイドブックやウェブサイト、ＳＮＳを利用した

情報の発信 

 

【具体的施策３】 高齢者への支援 
 

【現状と課題】 

〇本市では、全国と同様に60歳以上の男女の自殺者数が多いことから、孤独や孤立、身体疾

患、住まいや住環境など、高齢者の課題を踏まえた支援、働きかけが重要です。 

 

【施策の基本的方向】 

〇高齢者や家族介護者に対し、生活環境や身体状況に応じたきめ細かな福祉サービスを提

供し、高齢者が住み慣れた地域で生き生きと暮らせる環境づくりに取り組みます。 

 

事業名 事業内容 

地域包括ケアシステムの

確立 

・高齢者支援センターによる相談支援の実施 

・地域住民や市民活動団体等との連携を深め、孤立防止、社会

参加を図るなど、高齢者の支援やサービス提供体制づくりを

推進 

地域見守り・支えあいの

推進 

・高齢者等の異変を早期に発見し、支援を必要とする高齢者

等について、地域をさりげなく見守る「水戸市安心・安全

見守り隊」の活動推進 

消費者教育の推進 

 

・孤立しがちな単身の高齢者を消費者被害から守るための仕組

みづくりの推進 

・高齢者の消費者被害の未然防止等に係る消費者教育の強化 

高齢者の健康づくりや社

会参加、生きがいづくり

の推進 

・元気アップ・ステップ運動、シルバーリハビリ体操教室など、

住民主体の通いの場の充実と自立支援に資する取組の推進 

・介護予防・生活支援サービスの提供 

・高齢者クラブ活動の支援 

・シルバー人材センター運営の支援 

・生活環境や身体状況に応じた在宅福祉サービスの充実 

・いきいき交流センター運営の充実 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

ＳＮＳ相談窓口等の周知 

（再掲） 

・ＳＮＳ・ＬＩＮＥ相談窓口（県） 

・こころのＳＮＳ相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省ＳＮＳ相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 
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【具体的施策４】 働く世代への支援 
 

【現状と課題】 

〇20～50歳代の男性の自殺者数については有職者が多く、そのうち被雇用者・勤め人の割合

が自営業・家族従事者を大きく上回っていることから、産業保健分野との連携を強め、職

場におけるメンタルヘルス対策の充実強化を図る必要があります。 

〇性年代別の自殺死亡率では、男性では50歳代、女性では20歳代の割合が最も高くなってい

ます。 

〇市民アンケート調査では、ストレスや悩みの原因で「自分の仕事」と回答した割合が最も

高く、特に男性で高くなっています。 

 

【施策の基本的方向】 

〇事業所との連携を図り、地域におけるメンタルヘルス対策やワーク・ライフ・バランスの

取組を推進します。 

〇失業者等に対する相談支援の充実を推進します。 

 

事業名 事業内容 

勤労者等への支援 ・消費生活問題、多重債務等に係る相談の実施 

・必要に応じた弁護士等専門機関への紹介 

・求人情報の提供、職業相談 

・労働問題に関する相談対応、情報提供 

職域におけるメンタルヘ

ルス対策の推進と講座や

セミナーの開催 

・ストレスチェック実施の周知徹底 

・メンタルヘルス対策の講座の開催 

・事業所や地域社会におけるワーク・ライフ・バランスの取組

の促進 

・市内事業所トップセミナーや女性のための就業（復職、起業）

支援講座の開催 

・市民、事業者向け性的マイノリティに関する研修会等の開催 

・市内大学等との連携によるキャリアセミナーの開催 

・「いばらき健康経営推進事業所認定制度」の周知 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

ＳＮＳ相談窓口等の周知 

（再掲） 

・ＳＮＳ・ＬＩＮＥ相談窓口（県） 

・こころのＳＮＳ相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省ＳＮＳ相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

女性のための労働相談 

（再掲） 

・労働や法律等に関する相談体制を充実させるため、女性の社

会保険労務士による電話相談の実施 
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事業名 事業内容 

・就労に関して不安や悩みを抱えている女性に向けた、積極的

な情報発信 

放課後児童対策等の充実 ・共働き等による留守家庭の児童に対し、適切な遊びや生活の

場を提供する「放課後児童健全育成事業（放課後学級、学童

クラブ）」の実施 

・ファミリー・サポート・センター事業、一時預かり事業、病

児保育事業、延長保育事業等による保護者の育児負担軽減 

 

【具体的施策５】 生活困窮者への支援 
 

【現状と課題】 

〇職業の有無別の自殺者数では、無職者が有職者を上回っているため、就業相談や職業紹介

等の支援に加え、生活苦等から自殺するリスクが高まることを防ぐ取組が必要です。 

〇市民アンケート調査では、ストレスや悩みの原因を「収入・家計・借金等」と回答した割

合が２番目に高く、特に男性の割合が高くなっています。 

 

【施策の基本的方向】 

〇無職者・失業者等に対する相談窓口の周知を強化するとともに、消費者被害や多重債務に

直面した際に生じるこころの悩みを相談できる窓口について、周知を図ります。 

〇生活困窮者からの相談を広く受け付け、必要な支援を行う自立相談支援事業を推進しま

す。 

 

事業名 事業内容 

自立相談支援事業の推進 ・専門の支援員による生活困窮者への相談・支援 

生活保護事業 ・生活困窮の程度に応じ必要な保護を行い、最低限度の生活

の維持と自立助長への支援 

失業者等に対する相談事

業 

・ハローワークの紹介 

・ハローワークと連携した失業者及び求職者への支援 

・自立相談支援事業を通した就労支援 

住居確保給付金の支給 ・離職者等に対し、就職活動を行うことを要件とした一定期

間の家賃相当額の支給 

こどもの貧困対策の推進 ・生活困窮世帯のこどもに対する学習支援の実施 

・こども食堂の運営の支援 

・就学援助の実施 

ひとり親家庭等の自立支

援の推進 

・ひとり親家庭等への諸手当の給付及び就労支援 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 
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事業名 事業内容 

ＳＮＳ相談窓口等の周知

（再掲） 

・ＳＮＳ・ＬＩＮＥ相談窓口（県） 

・こころのＳＮＳ相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省ＳＮＳ相談（国）  

・インターネット広告による相談窓口の周知 

 

【具体的施策６】 自殺未遂者と遺された人への支援 
 

【現状と課題】 

○自殺未遂者は、自殺者の少なくとも10倍は存在する（※）と言われており、自殺未遂者へ

の支援を充実させることは、重要な自殺予防対策となります。 

○本市においても、2017（平成29）～2021（令和３）年の自殺者数198名のうち、20％は未

遂歴があります。自殺を図った人が、健康で安定した生活を取り戻すことができるよう、

個々の事情に配慮した適切な支援を行うことが必要です。 

○学校、職場で自殺や自殺未遂があった場合には、周囲の人々に対する心理的ケアを適切に

行うなど、自殺の連鎖等を防ぐ取組が必要です。 

○大切な人を自殺で亡くした遺族等について、自殺への偏見による遺族の孤立化の防止や

こころを支える活動も重要です。 

 

※ 自殺に関する総合対策の緊急かつ効果的な推進を求める決議 

（2005（平成17）年７月19日参議院厚生労働委員会） 

 

【施策の基本的方向】 

〇自殺未遂を繰り返す人やその家族等の相談に応じることで、不安を軽減し、自殺未遂の繰

り返しを防止できるよう、関係機関と連携して支援します。また、より適切な相談機関に

つなぐことができるよう、相談窓口情報を分かりやすく発信していきます。 

〇自殺未遂や自殺後の、学校、職場等における対応マニュアルや教職員向けの資料の普及に

努め、適切な事後対応を促します。 

〇遺族等が、健康な生活を取り戻すことができるよう相談に応じるとともに、自助グループ

等の活動について情報提供します。 

 

事業名 事業内容 

訪問相談の実施 ・自殺未遂者及びその家族等に対し、対象者のおかれている状

況や抱えている問題を総合的に把握し、必要な訪問相談の実

施とともに、相談機関や関係機関の紹介 

・育児不安や生活困窮等がある場合は、不安を軽減できるよう

関係機関と連携 

相談機関についての情報

提供の強化 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 
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事業名 事業内容 

研修会の開催 ・保健、介護、生活、子育て等に関わる専門職等に対して、自

殺のリスクアセスメント等に関する研修会の実施 

適切な事後対応の促進 ・自殺未遂や自殺後の対応について、危機管理マニュアルに基

づき、再発防止策の促進 

・長時間労働やハラスメントなど、職場環境改善のための指導 

遺族等への情報提供 ・広報みとや市ホームページ等を活用した各種相談先の情報や

相談会の開催など自殺対策関連情報の提供 

自助グループ等の情報提

供 

・活動内容について記載したリーフレットの配布や市ホームペ

ージ等を活用した情報提供 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 
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◇基本施策２ 孤立を防ぐ支援の強化 

 

【具体的施策１】 居場所・生きがいづくりの推進 
 

【現状と課題】 

〇市民アンケート調査では、ストレスや悩みの解消方法について、「趣味」、「人に話を聞い

てもらう」とした人が多く、市民一人一人が、地域において他者とつながりを持ち、生き

がいを持って生き生きと暮らせるよう、様々な取組を展開する必要があります。 

〇孤立のリスクを抱えるおそれのある人が、地域とつながり、支援を受けることができるよ

う、孤立を防ぐための居場所づくりを推進する必要があります。 

〇生きづらさを抱えた人や配偶者と離別・死別した高齢者など、孤立のリスクを抱えるおそ

れのある人が、孤立する前に地域とつながり、支援へつながる取組を推進する必要があり

ます。 

 

【施策の基本的方向】 

〇地域コミュニティ活動及び生涯学習を通して、孤立化の防止や居場所づくりを推進しま

す。 

〇生涯にわたる健康づくりや生きがいづくりに向け、それぞれの関心に応じて学習できる

機会の充実を図ります。 

〇高齢者の社会参加や生きがいづくりの促進のために、高齢者クラブ活動やボランティア

活動を支援します。 

 

事業名 事業内容 

高齢者の健康づくりや社

会参加、生きがいづくり

の推進（再掲） 

・元気アップ・ステップ運動、シルバーリハビリ体操教室など、

住民主体の通いの場の充実と自立支援に資する取組の推進 

・介護予防・生活支援サービスの提供 

・高齢者クラブ活動の支援 

・シルバー人材センター運営の支援 

・生活環境や身体状況に応じた在宅福祉サービスの充実 

・いきいき交流センター運営の充実 

生活困窮世帯のこどもに

対する学習支援事業 

・将来自立した生活を送れるようにするための学習支援や居場

所づくり 

こどもの居場所づくりの

充実 

・保育所、幼稚園等における就学前児童の一時預かりの実施 

・０歳６か月から２歳までの未就園児を対象に、月一定時間ま

での利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟

に利用できるこども誰でも通園制度の試行的事業の実施 

・地域子育て支援拠点事業や保育所、幼稚園等の園庭開放事業

による未就園児及びその保護者の交流の場の提供 

・共働き等による留守家庭の児童に対し、適切な遊びや生活の

場を提供する「放課後児童健全育成事業（放課後学級、学童

クラブ）」の実施（再掲） 
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事業名 事業内容 

体験活動を通じた青少年

の生きる力の育成 

（再掲） 

・地域活動やボランティア活動、各種行事等へ参画できる機

会の拡充による青少年の様々な社会参加活動の促進 

地域における障害者の交

流機会の充実 

・障害者が主体的に参加できるレクリエーション等の活動や

交流機会の拡充 

生涯にわたる学習機会の

充実 

・生涯にわたる健康づくりや生きがいづくりなど、それぞれ

の関心に応じて学習できる機会の充実 

・市民センターにおける地域コミュニティ活動及び生涯学習

活動の参画による孤立化の防止や居場所づくりの推進 

ひきこもりの方への支援

の充実 

・ひきこもり当事者の居場所の設置 

・専門医や専門職によるひきこもり専門相談の実施 

 

 

  



44 
 

◇基本施策３ 地域における支援の強化 

 

【具体的施策１】 関係機関の連携強化 
 

【現状と課題】 

〇自殺には、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域や職場のあり方の変

化など、様々な要因とその人の性格傾向、家族の状況などが複雑に関係しています。その

ため、様々な分野の関係機関が連携し、協働して施策に取り組む必要があります。 

○年代別の自殺者数では男女とも60歳以上の高齢者が多い状況にあり、その背景には、生活

苦、介護の悩み、身体疾患等により、閉じこもりや抑うつ状態に陥っていることが考えら

れます。 

○民生委員・児童委員等の地域で活動する身近な人からの連絡により早期発見や支援につ

なげられることから、地域で展開されているそれぞれの活動のつながりを強化していく

必要があります。 

○多重債務問題は、住民生活のあらゆる場面で広く関わり、追い詰められ、自殺にも発展す

る可能性があります。本市においては、職員向けの多重債務者支援マニュアルを庁内関係

部署に配布しており、各窓口と連携して取り組んでいます。このように、自殺対策として、

全庁的に連動・連携して取り組む必要があります。 

○不安やうつ症状など支援の必要な妊産婦に対し、医療機関や行政等複数の関係機関が連

携を図り、安心して出産や子育てができるように、精神保健的な視点だけでなく、社会・

経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。 

 

【施策の基本的方向】 

〇地域コミュニティ活動及び生涯学習を通して、孤立化の防止や居場所づくりを推進しま

す。 

〇生涯にわたる健康づくりや生きがいづくりに向け、それぞれの関心に応じて学習できる

機会の充実を図ります。 

〇高齢者の社会参加や生きがいづくりの促進のために、高齢者クラブ活動やボランティア

活動を支援します。 

○保健、医療、福祉、教育、労働その他様々な分野が、協働して自殺対策を総合的に推進す

るため、それぞれが果たすべき役割の明確化、情報共有を行い、顔の見える関係を築きな

がら、相互の連携強化を図ります。 

○本市においても、関係部署の役割を明確にし、各種相談窓口間での連携の強化、事例の検

討など、早期からの連携を図ります。 

○高齢者の孤立や孤独を防ぎ、社会参加等の施策と連動した事業の展開に向け、地域のサー

ビス提供体制づくりの推進を図ります。 

○相談をする機会がなく、地域とのつながりが希薄な世帯に対し、地区組織等の協力を得て、

相談窓口の周知や自殺のサインに気づき、要支援世帯の早期発見ができるよう地域ぐる

みの支援体制を構築します。 
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○うつ病や依存症など、精神疾患を持つ人は、自殺のリスクが高い傾向にあるため、確実に

医療につなぐ取組に合わせて、適切な精神保健医療福祉サービスが受けられるよう、家族、

当事者、地域の支援機関、専門医療機関等とのネットワークづくりを強化します。 

 

事業名 事業内容 

地域包括ケアシステムの

確立（再掲） 

・住み慣れた地域で生活を送ることができるよう、地域住民や

市民活動団体等との連携を深め、孤立防止、社会参加を図る

など、高齢者の支援やサービス提供体制づくりの推進 

地域見守り・支えあいの

推進（再掲） 

・高齢者等の異変を早期に発見し、支援を必要とする高齢者等

について、地域をさりげなく見守る「水戸市安心・安全見守

り隊」の活動推進 

高齢者の健康づくりや社

会参加、生きがいづくり

の推進（再掲） 

・元気アップ・ステップ運動、シルバーリハビリ体操教室など、

住民主体の通いの場の充実と自立支援に資する取組の推進 

・介護予防・生活支援サービスの提供 

・高齢者クラブ活動の支援 

・シルバー人材センター運営の支援 

・生活環境や身体状況に応じた在宅福祉サービスの充実 

・いきいき交流センター運営の充実 

消費者教育の推進（再掲） ・孤立しがちな単身の高齢者を消費者被害から守るための仕組

みづくりの推進 

・高齢者の消費者被害の未然防止等に係る消費者教育の強化 

勤労者等への支援（再掲） ・消費生活問題、多重債務等に係る相談の実施 

・必要に応じた弁護士等専門機関への紹介 

・求人情報の提供、職業相談 

・労働問題に関する相談対応、情報提供 

妊産婦支援の充実 ・母子保健コーディネーターが産科や精神科医療機関等と連携

した切れ目ない支援の提供（再掲） 

要保護児童及びＤＶ対策

地域協議会による地域ネ

ットワークの強化（再掲） 

・児童やＤＶ被害者等の抱える問題や自殺の危機等に関する情

報の共有など、関係機関や地域との連携強化 

・適正な児童養育及び児童虐待やＤＶの発生予防・早期発見・

早期対応等の実施 

性的マイノリティに関す

る相談 

・社会の様々な場面で生きづらさを抱えている、性自認や性

的指向、性自認と身体の性の不一致に関して悩みを持つ当

事者や家族、友人等の不安や悩みに寄り添うために、臨床

心理士で当事者でもある専門相談員による電話・メール相

談を実施 

障害者虐待防止対策支援

事業の推進 

・障害者虐待防止支援センターにおいて、虐待の未然防止や早

期発見、迅速な対応、その後の適切な支援の提供 

こころの健康相談・支援

体制の充実 

・こころの悩みや精神疾患を抱える人と家族への専門職による

相談対応の充実 

・適切な医療に結び付けられるよう、専門医療機関や支援機関

等との支援体制の充実 

・精神疾患を抱える人と家族への教室等の実施 
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事業名 事業内容 

地域活動の推進 ・民生委員・児童委員、保健推進員、食生活改善推進員等が地

域で展開している、自殺対策と連動した相談支援活動の推進 

コミュニティづくりの推

進 

・住民主体の地域づくりに向け、様々な住民が気軽に参加し、

共に支えあえる組織づくりの推進 

・町内会・自治会の加入促進を図り、地域での孤立化の防止 

生涯にわたる学習機会の

充実（再掲） 

・生涯にわたる健康づくりや生きがいづくりなど、それぞれ

の関心に応じて学習できる機会の充実 

・市民センターにおける地域コミュニティ活動及び生涯学習

活動の参画による孤立化の防止や居場所づくりの推進 

あいさつ・声かけ運動の

推進 

・良好な近所付き合いや住民同士のコミュニケーションの輪を

広げ、孤立化を防止するための、あいさつ・声かけ運動の推

進 

団体・事業者・学校・ＮＰ

Ｏ等との協働 

・地域コミュニティ活動の円滑化に向け、福祉、環境、教育、

防犯、防災等に取り組むなど、市、水戸市住みよいまちづく

り推進協議会及び地区会、ボランティア団体・ＮＰＯ等や事

業者、学校等との協働の推進 
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◇基本施策４ 早期の気づきと見守りを担う人づくり 

 

市民アンケート調査では、自殺を考えるような強いストレスを感じたときの相談相手

として、「相談する必要はないので誰にも相談していない」とした人が最も多くなってい

ます。そのため、家族をはじめ、地域住民や職場の人など、少しでも多くの市民が自殺リ

スクを支える人材として活躍することが求められます。 

 

【具体的施策１】 ゲートキーパー養成の充実 
 

【現状と課題】 

〇本市では、2010（平成22）年より、自殺対策として、民生委員や保健推進員等を対象に研

修を毎年開催し、ゲートキーパーを養成しています。 

〇ゲートキーパーには、特別な資格は必要なく、誰でもなることができます。今後は、専門

的な職種の方に限らず、幅広い分野でゲートキーパーを養成していく必要があります。 

 

【施策の基本的方向】 

〇様々な悩みや生活上の困難を抱える市民に対して、幅広い分野において、気づきや見守り

対応ができる人材の育成を目的に、ゲートキーパー養成研修の受講促進を図ります。 

 

事業名 事業内容 

ゲートキーパー養成研修

の拡充 

・地区組織や在宅サービス関係団体等を対象とした研修会の開

催 

・教職員や保護者を対象とした研修会への参加促進 

・相談担当者等を対象とした研修会を開催 

 

【具体的施策２】 学校教育・社会教育に関わる人への研修の充実 
 

【現状と課題】 

〇本市における20歳未満の自殺者数は少ないものの、増加傾向にあることから、児童生徒の

自殺を未然に防ぐため、学校や家庭など、身近なところで相談できるよう、相談・支援体

制の強化を図る必要があります。 

 

【施策の基本的方向】 

〇学校教育や社会教育に関わる人への研修を実施し、相談・支援体制の充実を図ります。 

 

事業名 事業内容 

教職員等に対する研修 ・教職員、心の教室相談員を対象にした不登校対策研修会等の実

施 

・教職員研修における、個々の事情に応じた相談窓口や専門機関

についての情報提供 
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事業名 事業内容 

ボランティア活動の促

進・養成講座 

・ボランティア活動の周知・啓発、活動に係る人材育成、活動支

援 

・ボランティア養成時に、気づきと見守りの視点を取り入れた講

座内容の充実 
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◇基本施策５ 相談支援体制の強化 

 

【具体的施策１】 相談支援体制の充実 
 

【現状と課題】 

〇市民アンケート調査では、自殺を考えるようなストレスの原因は、「自分の仕事」、「家族

との人間関係」、「収入・家計・借金等」の順に多くなっていることから、地域や職域等の

関係機関と連携を強化し、確実に支援につなげるための包括的な相談支援体制づくりを

推進する必要があります。 

〇市民アンケート調査では、ストレスや悩みを抱えたときに相談しやすいのは、「電話」、「Ｓ

ＮＳ、インターネット」とする人が多く、誰もが相談しやすい体制づくりが必要です。 

〇本市における女性の自殺者数は、2019（令和元）年以降増加傾向となっており、特に20歳

代の女性の自殺者数の増加が顕著になっています。市民アンケート調査でも、ストレスの

有無について、「ある」の割合が男性に比べて高くなっています。 

〇女性の自殺対策は、予期せぬ妊娠や育児不安、性犯罪・性暴力などの困難な問題等を抱え

る女性への相談支援体制づくりが必要です。 

〇職業の有無別の自殺者数では、無職者が有職者を上回っているため、就業相談や職業紹介

等の相談支援体制が必要です。 

〇市民アンケート調査では、自殺を考えるような強いストレスを感じたときの相談相手と

して、市や県、国の行政機関と比べて、「民間の相談機関」とする人の割合が多くなって

いることから、民間の相談機関を含め、多様なニーズに合わせた相談窓口の周知を図る必

要があります。 

 

【施策の基本的方向】 

〇それぞれの人が抱える多様なストレスの原因に対する相談支援体制を実現するため、多

分野・多機関による、包括的な相談支援体制構築を推進します。 

〇従来の相談支援に加え、デジタル技術等を活用した相談支援や相談窓口につながるため

の支援を推進します。 

〇女性が抱える多様な困難に対応した相談支援を推進します。 

〇無職者・失業者等に対する相談窓口の周知を強化するとともに、消費者被害や多重債務に

直面した際に生じるこころの悩みに対する相談支援を実施します。 

〇生活困窮者からの相談を広く受け付け、必要な支援を行う自立相談支援事業を推進しま

す。 

〇経済・生活問題、健康問題、家庭問題など、様々な悩みを抱えた人の家族や身近な人の相

談に応じることで、不安が軽減できるよう支援します。また、より適切な相談機関につな

ぐことができるよう、相談窓口情報を分かりやすく発信していきます。 
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事業名 事業内容 

ホームフレンド事業の推

進（再掲） 

・ＤＶ被害者のこどもが抱えるこころの不安が軽減できるよ

う、学生等を話し相手として派遣 

教育支援センター「うめ

の香ひろば」の実施 

（再掲） 

・不登校児童生徒の学校復帰への支援、自立に向けた支援 

・うめの香ひろば通級生の在籍学校教職員とのコンサルテーシ

ョンによる情報共有 

勤労者等への支援（再掲） ・消費生活問題、多重債務等に係る相談の実施 

・必要に応じた弁護士等専門機関への紹介 

・求人情報の提供、職業相談 

・労働問題に関する相談対応、情報提供 

・女性のための労働相談の実施 

妊娠期から子育て期にか

かる相談支援体制の充実

（再掲） 

・母子保健コーディネーターが産科や精神科医療機関等と連携

した切れ目ない支援の提供 

・生後４か月までの乳児がいる家庭に対し、子育てアドバイザ

ー等の訪問による相談・支援 

・養育支援が必要な家庭に対し、専門職アドバイザーの派遣に

よる児の見守りや養育者への支援 

・地域子育て支援拠点事業や保育所、幼稚園等の園庭開放事業

による未就園児及びその保護者の交流の場の提供や相談の

実施 

・わんぱーく・みと、はみんぐぱーく・みとにおける子育てに

関する相談の実施 

・家庭児童相談員による子育てに関する悩みなどを抱える保護

者に対する相談対応、情報提供 

・子育て支援相談員による子育て家庭への適切な子育てサービ

スの情報提供や相談・支援の実施 

ＤＶ被害者に対する相談

支援体制の充実（再掲） 

・女性相談員によるＤＶ被害者に対する相談対応、情報提供 

・ＤＶ被害者の自立促進のための相談支援、情報提供 

性的マイノリティに関す

る相談（再掲） 

・社会の様々な場面で生きづらさを抱えている、性自認や性

的指向、性自認と身体の性の不一致に関して悩みを持つ当

事者や家族、友人等の不安や悩みに寄り添うために、臨床

心理士で当事者でもある専門相談員による電話・メール相

談を実施 

高齢者に対する相談支援

体制の充実 

・高齢者支援センターによる相談支援の実施 

障害者に対する相談支援

体制の充実 

・障害者や家族を対象とする相談・支援体制の充実 

各種相談窓口の周知 

（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 
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事業名 事業内容 

ＳＮＳ相談窓口の周知 

（再掲） 

・ＳＮＳ・ＬＩＮＥ相談窓口（県） 

・こころのＳＮＳ相談＠いばらき（県） 

・厚生労働省ＳＮＳ相談（国） 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

各種相談事業の実施 ・こころや身体の悩みを抱えた人に対する、専門職による家

庭訪問、相談・支援 

・介護相談員が居宅要介護（要支援）被保険者の自宅等を訪

問し、介護に係る各種相談対応 

・人権問題の相談に応じる人権法務相談の実施 

・外国人の生活様式や習慣などの違いから生じる悩みへの相

談対応、情報提供 

 

【具体的施策２】 支援者への支援 
 

【現状と課題】 

〇若者は、支援機関の窓口だけではなく、個人的なつながりで、友人等の身近な人に相談す

る傾向があると言われています。また、悩みを打ち明けられ、相談を受けた身近な人が、

対応に苦慮して自らも追いつめられるという事案も発生していることから、家族や身近

な人のこころの健康を維持するための取組が必要です。 

〇自殺願望を有する人の様々な相談を受ける相談担当者については、相談対応により過重

な負担がかかるため、セルフケア研修や必要に応じた個別の支援が必要です。 

 

【施策の基本的方向】 

〇相談担当者の精神的ストレスの軽減を図るため、研修会を実施するとともに、相談体制の

強化を図ります。 

 

事業名 事業内容 

相談担当者へのフォロー

体制の強化 

・悩みを抱える人を支援する家族等を対象とした相談対応 

・健康診査や健康相談を通じた、心身面における健康の維持増

進 

・ストレスに対応する適切な行動をとることができるようにす

るための研修の実施 

相談機関についての情報

提供の強化（再掲） 

・個々の事情に応じた相談窓口や専門機関についての情報提供 

・インターネット広告による相談窓口の周知 

ひきこもり当事者の家族

への支援 

・専門医、専門職によるひきこもり家族相談の実施 

・ひきこもり家族教室の開催 
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◇基本施策６ 市民への啓発と周知 

 

毎年、９月の自殺予防週間や３月の自殺対策強化月間には、広報紙において、こころの

健康に関する啓発や相談機関の周知を図っています。また、３月に実施する街頭キャンペ

ーンにおいては、自殺予防の呼びかけや啓発資材の配布を県や関係機関とともに実施し

ています。 

 

【具体的施策１】 リーフレット等を活用した啓発 
 

【現状と課題】 

〇保健所と消費生活センターにおいて、こころの健康相談を定期的に実施しています。しか

し、市民アンケート調査では、ストレスや悩みの相談先について、７割以上が「知らない」

又は「なんとなく知っているが具体的にはわからない」と回答しており、十分に周知でき

ていない状況です。 

〇自殺リスクを抱えた人を適切な支援につなげるためには、市民に対する、自殺対策につい

ての正しい理解・知識の普及や相談支援機関の周知を図る必要があります。 

 

【施策の基本的方向】 

〇自殺対策に関する相談機関を幅広く周知するため、生きる支援に関する様々な相談先を

掲載したリーフレットを配布します。 

〇自殺予防週間及び自殺対策強化月間において、のぼり旗やポスターを掲示するなど、自殺

対策の普及・啓発を行います。 

 

事業名 事業内容 

ポスターやリーフレット

の設置による周知 

・コンビニエンスストアや市民センターなど市民が訪れる機会

が多い場所に、ポスターやリーフレットの常時設置 

自殺予防週間、自殺対策

強化月間における啓発 

・のぼり旗・ポスターの掲示、リーフレットの配布 

・街頭キャンペーンや各種イベントにおいて、自殺予防の呼び

かけや相談先のリーフレットなどの啓発グッズの配布 

市役所庁舎内へのリーフ

レット設置、配布 

・来庁者に対し、適切な相談窓口を案内するリーフレットの設

置、配布 

 

【具体的施策２】 講演会やイベント等を活用した啓発 
 

【現状と課題】 

〇自殺に対する誤った認識や偏見を払拭するとともに、命や暮らしの危機に陥った場合に

は、誰かに援助を求めることが適切であるという理解の促進を図る必要があります。また、

悩みを抱えている人の存在に気づき、話を聞き、必要に応じて専門家につないで見守ると

いう役割について、市民一人一人が理解し、それを実践できるように普及・啓発を行う必
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要があります。 

 

【施策の基本的方向】 

〇市民向けの研修会や講演会を開催し、自殺問題に対する理解の促進と啓発を図ります。  

 

事業名 事業内容 

自殺対策に関する知識の

普及 

・講演会、講座、出前講座などによる自殺対策に係る知識の普

及や相談窓口の周知 

 

【具体的施策３】 各種メディアを活用した啓発 
 

【現状と課題】 

〇市民アンケート調査では、「相談する必要はないので誰にも相談していない」、「相談した

いが誰にも相談できないでいる」が上位を占めています。 

 

【施策の基本的方向】 

〇各種メディアを活用し、様々な問題に対する相談窓口をわかりやすく周知します。 

〇自殺対策に関する情報や正しい知識の普及のため、ウェブサイトやＳＮＳを活用したプ

ッシュ型の周知方法を取り入れるなど、多様な手法による情報の発信に努めます。 

 

事業名 事業内容 

広報紙、ウェブサイト、

ＳＮＳ等を活用した情報

発信 

・自殺予防週間、自殺対策強化月間を中心に、こころの健康に

関する啓発や相談機関の周知 

・インターネットを活用した検索連動広告の掲載及び相談窓口

の周知 

多様な子育てニーズに対

応した情報の発信 

（再掲） 

・子育て支援ガイドブックやウェブサイト、ＳＮＳを利用した

情報の発信 

・みとっこ子育て応援アプリによる情報発信 

市民活動に係る情報発信 ・市民活動の広がりや仲間づくり等に係る市民活動情報ウェブ

サイトを通し、関係団体の情報や活動の発信 
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第５章 推進体制と進行管理 
 

１ 推進体制 

 

本計画の目指す姿である「誰もが命の大切さを実感できる 支えあうまち・水戸」の

実現を目指して、市や関係団体、地域、市民等が協働し、それぞれの役割を果たしなが

ら、計画の推進を図ります。 

 

(1) 水戸市の役割 

自殺に関する本市の現状や社会情勢の変化、法の改正等を踏まえ、市民のニーズを

的確に把握し、早期の気づきなどによる相談体制を強化するとともに、関係機関・団

体、地域、市民との連携・協働に努めながら、施策を推進します。 

 

(2) 関係機関・団体の役割 

保健、医療、福祉、労働、教育などの関係機関・団体は、その専門性を生かして、

自殺対策の充実・強化を図ります。 

また、様々な関係機関・団体の事業を通じて、地域に構築・展開されているネット

ワーク等と連携を図り、自殺対策を推進します。 

 

(3) 地域の役割 

自殺対策は、家庭や学校、職場、地域など社会全般に深く関係していることから、

地域の関係者が互いに連携し、地域全体で見守りや支えあいを推進します。 

 

(4) 市民の役割 

地域住民の一人として、互いに見守り、思いに寄り添い、声をかけ、話を聞き、必

要に応じて専門家につなぎ見守っていくという市民一人一人の役割を理解し、危機に

陥った人のこころの不調に気づき、適切に対処できるよう努めます。 
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計画（Ｐｌａｎ） 
 

●計画の策定 

水戸市自殺対策計画（第２次）を

策定します。 

実施（Ｄｏ） 
 
●施策の推進 

計画の内容を踏まえ、事業を実

施します。 

改善（Ａｃｔｉｏｎ） 
 
●現行施策の改善・新規施策の

検討 

実績等を踏まえ、必要に応じて

施策の改善や新規施策の検討を

行うとともに、新計画に向けた

施策の方向性や事業の見直しに

ついて検討します。 

評価（Ｃｈｅｃｋ） 
 

●実施状況の把握と評価 

実施した施策や事業の実績をまと

め、施策の達成状況の確認と評価

を実施します。 

２ 進行管理 

 

本計画の推進に当たっては、各施策の進捗状況を把握し、Ｐｌａｎ（計画の策定・見

直し）、Ｄｏ（施策の実施・運用）、Ｃｈｅｃｋ（施策の評価）、Ａｃｔｉｏｎ（検討・改

善）によるＰＤＣＡサイクルにより進行管理を行います。 

 

◇計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクルのイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ＳＤＧｓとの関連について 

 
本計画は、ＳＤＧｓの視点を踏まえ、市民誰もが命の大切さを実感し、支えあうまちづ

くりを推進するため、様々な施策を講じるものです。 
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付属資料 
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水戸市自殺対策計画（第２次）策定に係る経過の概要 
 

年 月 日 内  容 

令和５年４月 27 日

～６月 15 日 

水戸市健康づくり推進協議会委員を公募 

 選考の結果、２名を選定 

６月 29 日 
第１回水戸市自殺対策計画庁内検討委員会開催 

 水戸市自殺対策計画（第２次）策定基本方針（案）について 

７月 14 日 

～８月 10 日 

水戸市健康と食に関するアンケート調査 

 水戸市在住の 20 歳以上の個人(住民基本台帳から無作為抽

出)2,600 人に郵送 

 有効回答数 894（回答率 34.4％） 

７月 25 日 
政策会議開催 

 水戸市自殺対策計画（第２次）策定基本方針（案）について 

８月 22 日 
令和５年度第１回健康づくり推進協議会開催 

 水戸市自殺対策計画(第２次)の策定について 

10 月４日 

～10 月 17 日 

庁内関連事業調査 

・庁内関係課（19 課）に対し、関連事業調査を実施 

10 月 12 日 

～10 月 26 日 

関係団体ヒアリング 

・９団体にヒアリングを実施 

11 月 20 日 
第２回水戸市自殺対策計画庁内検討委員会開催 

 水戸市自殺対策計画（第２次）素案について 

11 月 30 日 
令和５年度第２回健康づくり推進協議会開催 

 水戸市自殺対策計画（第２次）素案について 

令和６年３月１日 
令和５年度第３回健康づくり推進協議会開催 

 水戸市自殺対策計画（第２次）素案について 

３月 28 日 政策会議開催 

 水戸市自殺対策計画（第２次）素案について 

４月 10 日 

～５月９日 

意見公募手続 

 水戸市自殺対策計画（第２次）素案について 

５月 30 日 令和６年度第１回健康づくり推進協議会開催 

 意見公募手続実施結果 

 保健医療に係る各個別計画の策定について（答申） 

６月 21 日 庁議開催 

 水戸市自殺対策計画（第２次）案について 
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水戸市自殺対策計画（第２次）策定審議体制 

 

(1) 水戸市健康づくり推進協議会への諮問 

 

地 保 諮 問 第 １ 号  

令和５年８月 22 日   

 

水戸市健康づくり推進協議会 様 

 

水戸市長 高 橋   靖   

 

保健医療に係る各個別計画の策定について（諮問） 

 

 このことについて、下記の各計画の目標年次が到来することから、新たな計画を策定す

るに当たり、水戸市健康づくり推進協議会条例第２条第１項に基づき、御意見を賜りたく

諮問します。 

 

記 

 

１ 水戸市健康増進・食育推進計画（第３次） 

２ 水戸市歯科保健計画（第３次） 

３ 水戸市自殺対策計画（第２次） 
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(2) 水戸市健康づくり推進協議会からの答申 

水健推協答申第１号 

令和６年５月 30 日 

水戸市長 高 橋  靖 様 

 

水戸市健康づくり推進協議会  

会 長  上 地  勝  

 

保健医療に係る各個別計画の策定について（答申） 

 

令和５年８月 22 日地保諮問第１号によって、当協議会に諮問がありました水戸市健康増

進・食育推進計画（第３次）、水戸市歯科口腔保健推進計画（第３次）及び水戸市自殺対策

計画（第２次）の策定につきまして、別冊のとおり答申いたします。 

この答申に基づく計画の実現及び計画の円滑な推進に向けて、下記事項に十分配慮され

るよう要望いたします。 

 

記 

 
１ 水戸市健康増進・食育推進計画（第３次） 

(1) 市民の健康を支える上で、生活習慣病やがんの早期発見・早期治療につながる各種健

診の受診率を向上させることは大変重要である。そのため、これまで以上に、関係団体

等と連携しながら、健診の必要性についての啓発や受診しやすい環境づくりに取り組

むこと。 

(2) 生活習慣病の発症予防と重症化予防を図るため、がん教育や健康相談、健診後の保健

指導のほか、関係機関と連携しながら要精密検査の受診率向上などに取り組むこと。 

(3) 食は健康の基本であり、こどもの頃から食の大切さや正しい食習慣が身に付けられ

るよう、家庭における食育を推進すること。また、生涯にわたる健全な食生活に向けて、

健康教室や料理教室等を通じ、バランスのよい食事や栄養摂取の重要性の啓発に努め

ること。 

(4) 健康無関心層を含め、幅広い世代の方に健康づくりに関心を持ち、取り組んでもらう

よう、デジタル技術を積極的に活用し、市民の利便性の向上を図ること。 

(5) 健康都市の実現に向け、健康情報に関する市民への周知に一層取り組むとともに、関

係団体や事業者など多様な主体との連携により、社会全体で市民の健康づくりを推進

すること。 
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２ 水戸市歯科口腔保健推進計画（第３次） 

(1) 乳幼児期から高齢期までのライフステージごとの特性を踏まえた取組を推進するこ

と。また、こどもの頃からよくかむ習慣をつけることの重要性を伝えていくとともに、

定期的な歯科健康診査の重要性について、学齢期からの普及・啓発を行い、歯科疾患の

予防に努めること。 

(2) 歯と口腔のケアを適切に行うことが、生涯にわたり全身の健康状態の維持につなが

ることの重要性についての周知に努め、オーラルフレイル予防対策を推進すること。 

(3) 健康寿命の延伸を図る方策の一つとして、医療、保健、介護など多職種との連携によ

り、歯と口腔の健康づくりに取り組むこと。 

 

３ 水戸市自殺対策計画（第２次） 

(1) 自殺を考えるような強いストレスや、様々な不安や心配事などを相談しやすい環境

づくりを進め、相談窓口の周知方法について工夫すること。また、未遂者支援を含む自

殺対策について、様々な関係機関との連携強化を図ること。 

(2) 教育委員会等と連携し、児童や生徒が命の大切さや相談することの重要性について

学ぶ機会の確保に努めること。併せて、自殺を未然に防げるよう、相談窓口の周知を図

るとともに、自殺の要因となるいじめなど、こどもが抱える様々な悩み等に対し、適切

に対応できる支援体制を強化すること。 

(3) 若者、女性、高齢者、働く世代など、個々人に応じた支援の強化に取り組むとともに、

早期の気づきと見守り、居場所づくりなど、自殺に追い込まれることのないよう、包括

的な支援に取り組むとともに、必要な支援に繋げられるよう、人材育成に努めること。 
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水戸市健康づくり推進協議会委員名簿 

 

区分 所属機関及び団体名 役 職 名 氏  名 備考 

関
係
機
関

・
団
体 

水 戸 市 医 師 会 副  会  長 青木  かを里  

水 戸 市 歯 科 医 師 会 会   長 田 澤  重 伸  

水 戸 薬 剤 師 会 会   長 今 井  章 人  

水 戸 薬 剤 師 会 会   長 奥 田  猛 旧委員 

茨 城 県 総 合 健 診 協 会 理事兼事務局長 金 澤  秀 房  

茨 城 県 精 神 保 健 協 会 常 務 理 事 高 松  孝 幸  

全国健康保険協会茨城支部 支  部  長 内 田  善 明  

全国健康保険協会茨城支部 支  部  長 木 城  洋 旧委員 

茨城県国民健康保険団体連合会 事 務 局 長 篠田  多介志  

茨城県国民健康保険団体連合会 事 務 局 長 菊 池  勉 旧委員 

水戸市住みよいまちづくり推進協議会 常 任 理 事 有 川  秀 男  

水 戸 市 社 会 福 祉 協 議 会 会   長 保 立  武 憲  

水戸市民間保育園園長会 会   長 岡 田  澄 子  

水 戸 商 工 会 議 所 副 会 頭 二 川  泰 久  

水 戸 農 業 協 同 組 合 代表理事組合長 園 部  優  

水 戸 農 業 協 同 組 合 代表理事組合長 飯 島  清 光 旧委員 

水戸市食生活改善推進員会 会   長 山 下  惠 子  

水戸市保健推進員連絡協議会 会   長 蔀  喜 代 子  

学
識
経
験
者 

茨 城 大 学 教   授 上 地  勝 会 長 

常 磐 大 学 教   授 村 井  文 江 副会長 

水 戸 市 議 会 文教福祉委員会委員長 後 藤  通 子  

水 戸 市 議 会 文教福祉委員会副委員長 藤 澤  康 彦  

市
民 

公 募 市   民 鈴 木  直 昭  

公 募 市   民 永 盛  早 苗  
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水戸市健康づくり推進協議会条例 

昭和62年３月30日 

水戸市条例第21号 

（設置） 

第１条 市民の健康づくりを推進するため、水戸市健康づくり推進協議会（以下「協議

会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、市長の諮問に応じ、次の各号に掲げる事項を協議する。 

(1) 健康づくりに関する施策の総合的な推進に関すること。 

(2) 健康づくりを推進するための計画に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、市民、関係機関又は関係団体の役職員及び学識経験者のうちから、市

長が委嘱する20人以内の委員をもって組織する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠により委嘱された委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、委員の互選により会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、協議会の会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。 

２ 協議会は、委員の２分の１以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

（専門部会） 

第７条 協議会に、第２条に規定する事項を調査研究するため専門部会を置くことができ

る。 

２ 専門部会の委員は、第３条に規定する委員のうちから会長が指名する。 

３ 専門部会に、部会長及び副部会長を置く。 

４ 部会長及び副部会長は、部会の委員の互選により選出し、その運営については、前条
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の規定を準用する。 

５ 専門部会において調査研究を行った場合は、その結果を協議会に報告するものとす

る。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、保健医療部において行う。 

（補則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

付 則 

この条例は、昭和62年４月１日から施行する。 

付 則（平成元年２月８日条例第１号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成元年４月１日から施行する。 

付 則（平成４年９月22日条例第27号） 

この条例は、平成４年10月１日から施行する。 

付 則（令和元年12月23日条例第38号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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水戸市自殺対策計画庁内検討委員会設置要項 

 

（設置） 

第１条 水戸市自殺対策計画（以下「計画」という。）の策定を総合的かつ円滑に推進する

ため、水戸市自殺対策計画庁内検討委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。 

(1) 計画の策定に関すること。 

(2) その他必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長には、保健医療部長をもって充てる。 

３ 副委員長には、健康づくり課長をもって充てる。 

４ 委員には、次に掲げる者をもって充てる。 

政策企画課長、行政経営課長、人事課長、財政課長、収税課長、市民生活課長、男女平

等参画課長、福祉総務課長、生活福祉課長、障害福祉課長、高齢福祉課長、介護保険課長、

こども政策課長、子育て支援課長、幼児保育課長、保健総務課長、国保年金課長、商工課

長、学校保健給食課長、生涯学習課長、教育研究課長  

（会議） 

第４条 委員長は、必要に応じて委員会を招集し、委員会の事務を掌理し、会議の議長とな

る。  

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、副会

長がその職務を代理する。 

（関係者の出席） 

第５条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、説明又は意見を聴く

ことができる。 

（実務担当者会議） 

第６条 委員会に、第２条に規定する事項の調査及び研究をするため、実務担当者会議を置

くことができる。 

２ 実務担当者会議は、次に揚げる課等に属する職員であって、当該課等の長の推薦を受け

た者をもって組織する。 

人事課、収税課、市民生活課、男女平等参画課、福祉総務課、生活福祉課、障害福祉課、

高齢福祉課、介護保険課、こども政策課、子育て支援課、幼児保育課、国保年金課、商工

課、学校保健給食課、生涯学習課、教育研究課 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、保健医療部健康づくり課において行う。 

（補則） 

第８条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
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付 則 

 この要項は、平成 30 年４月 27 日から施行する。 

付 則 

この要項は、平成 30 年５月 24 日から施行する。 

付 則 

この要項は、令和５年４月１日から施行する 

付 則 

この要項は、令和６年４月１日から施行する。 
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相談窓口一覧 

令和６年４月現在 

相談内容 相談窓口名称 電話番号等 相談日・相談時間帯等 

心の悩み 

生 き る の が

つらい 

茨城いのちの電話 

029-350-1000 毎日 24 時間 

0120-783-556 
毎日 16:00～21:00 

毎月 10 日 8:00～翌日 8:00 

いばらきこころのホットラ

イン 

029-244-0556 
月～金 9:00～12:00、13:00～16:00 

祝日、年末年始休 

0120-236-556 

（相談専用ダイヤル） 

土・日 9:00～12:00、13:00～16:00 

祝日、年末年始休 

水戸市保健所 

（精神保健相談窓口） 
029-243-7311 

月～金 9:00～12:00、13:00～16:00 

祝日、年末年始休 

いはらき思春期保健協

会 

(思春期のお子さん、御

家族の相談） 

029-305-7563 

面接相談 月～木 9:30～16:00、 

土 13:00～16:00 祝日、年末年始休、 

要予約有料 

電話相談（若い年代の相談員による） 

土 13:00～17:00 

茨城県ひきこもり相談支

援センター 
0296-48-6631 

火～土 9:00～18:00  

祝日、年末年始休  

面接は要予約 

茨城県 

精神保健福祉センター 
029-243-2870  

月～金 8:30～17:15 祝日、年末年始休 

面接は要予約 

契約トラブル

や借金の返

済等 

水戸市 

消費生活センター 
029-226-4194 

月～土 9:00～17:00 

祝日、年末年始休 

消費者ホットライン 

（消費生活相談窓口案

内） 

188 

（全国共通ダイヤル） 

年末年始休 

（地域の相談窓口につながるため、受付

時間は相談窓口により異なる）  

経 済 ・ 多 重

債 務 問 題 、

法律的な問

題 

茨城県弁護士会 

（水戸相談センター） 
029-227-1133 

面接相談のみ（要予約有料） 

相談予約受付 月～金 10:00～16:00 

相談日 火・水・金 13:00～16:00 

茨城司法書士会 

総合相談センター 

029-212-4500 

029-212-4515 

029-306-6004 

火 16:00～18:00 

面接は要予約（029-224-5155） 

関東財務局 

水戸財務事務所 

多重債務相談窓口 

029-221-3190 
月～金 8:30～12:00、13:00～16:30 

祝日、年末年始休 

法テラス・サポートダイヤ

ル 

（法制度紹介・相談窓口

案内） 

0570-078374 
月～金 9:00～21:00、土 9:00～17:00 

祝日、年末年始休 

日本司法支援センター 

（法テラス）茨城地方事

務所 

050-3383-5390 
月～金 9:00～17:00  

祝日、年末年始休 

水戸市自立相談支援室 029-291-3941 
月～金 8:30～17:00  

祝日、年末年始休 
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相談内容 相談窓口名称 電話番号等 相談日・相談時間帯等 

仕 事 ・ 職 場

など 

（公財）茨城カウンセリン

グセンター 
029-225-8580 

面接相談のみ（要予約有料） 

月～土 10:00～18:00  

祝日、年末年始休 

茨城産業保健総合支援

センター「働く人のこころ

の健康相談室」 

029-300-1221 

予約受付は月～金 9:00～17:15  

面接は要予約（金 13:00～16:00） 

祝日、年末年始休 

産業カウンセラーによる 

「茨城電話相談室」 
029-212-4002 

火・土 13:00～17:00 

祝日、年末年始休 

いばらき労働相談 

センター 
029-233-1560 

月～金 9:00～19:00 

第２・４土 9:00～15:00 

祝日、年末年始休  

い じ め や 体

罰など 

子どもホットライン 

（18 歳まで） 

029-221-8181 

Fax 029-302-2166 

毎日 24 時間  

メール相談・情報提供 

http://www.edu.pref.ibaraki.jp/board/ 

kodomo/index.html から 

水戸市総合教育研究所 

（いじめ・青少年相談） 
029-244-1347 

月～金 9:00～17:00  

祝日、年末年始休 

茨城県いじめ・体罰解消

サポートセンター 

（県央地区） 

029-221-5550 

月～金 9:00～17:00 祝日、年末年始休 

メール相談・情報提供 

https://www.edu.pref.ibaraki.jp/ 

ijimekaisho/から 

面接相談 

こどもの教育

相談 

水戸市総合教育研究所 

（教育相談） 
029-244-6730 

月～金 9:00～20:00 土 9:00～17:00 

来所相談は要予約  

祝日、年末年始休 

茨城県 

教育研修センター 

0296-71-3870 

Fax 0296-71-3870 

（電話、Fax、ﾒｰﾙ） 

電話相談 月～金 8:30～20:00、土 8:30

～17:00 年末年始休 

Fax・ﾒｰﾙ相談 毎日 24 時間 年末年始休 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 7830@center.ibk.ed.jp 

0296-78-3219 

（面接相談） 

月～金 9:00～16:30  

祝日、年末年始休 

妊娠・出産・

子育て 

水戸市産前産後支援 

センター 

「すまいるママみと」 

029-350-7528 
月～金 8:30～17:15  

祝日、年末年始休 

水戸市家庭児童相談室 

(子どもの虐待の相談も

可） 

029-232-9111 
月～金 8:30～17:15  

祝日、年末年始休 

いばらき妊娠・子育てほ

っとライン 

（一般社団法人茨城県

助産師会） 

029-301-1124 
月・火・水・金 10:00～17:00   

祝日、8/13～15 休、年末年始休 

  



69 
 

相談内容 相談窓口名称 電話番号等 相談日・相談時間帯等 

こどもの虐待 

茨城県中央児童相談所 029-221-4150 
月～金 8:30～17:15  

祝日、年末年始休 

児童相談所全国共通ダ

イヤル 
189 毎日 24 時間 

いばらき虐待ホットライン 0293-22-0293 毎日 24 時間 

オレンジライン 

（認定特定非営利活動

法人いばらき子どもの虐

待防止ネットワークあい） 

029-309-7670 
月・水・木 10:00～15:00  

祝日、8/13～15 休、年末年始 

障害者虐待 
水戸市障害者虐待防止

センター 

029-224-1120 

Fax 029-221-4447 

月～金 8:30～17:15  

祝日、年末年始休 

ＤＶ、 

男女問題 

水戸市配偶者暴力相談

支援センター 
029-232-9111 

月～金 8:30～17:15  

祝日、年末年始休 

茨城県 

女性相談センター 
029-221-4166 

月～金 9:00～21:00  

土・日・祝日 9:00～17:00 

年末年始休 面接は要予約 

ＤＶ・性暴力ヘルプライ

ン 

（特定非営利活動法人ウ

ィメンズネット「らいず」） 

029-222-5757 
水・金 10:00～15:00（第５週を除く） 

祝日、年末年始休 

性的マイノリ

ティに関する

相談 

水戸市男女平等参画課 029-233-7830 

電話相談 

第２水 18:00～20:00 

メール相談 

毎日 24 時間（返信に３日～７日要） 

https://s-kantan.jp/city-mito-ibaraki-

u/offer/offerList_detail.action?tempSeq=1

2695 

茨城県福祉政策課 
人権施策推進室 029-301-3216 

電話相談 

木 18:00～20:00 祝日、年末年始休 

メール相談 

毎日 24 時間（返信に７日程度要） 

https://www.pref.ibaraki.jp/hokenfukus

hi/fukushi/jinken/otoiawase.html 

特定非営利活動法人

RAINBOW 茨城 

rainbow.iba2017@

gmail.com 

メール相談 

毎日 24 時間 

その他 

ダイバーシティ推進 

センター「ぽらりす」 

(女性のための総合

相談） 

029-233-7837 

水～金 9:00～12:00 13:00～17:00 

祝日、年末年始休  

面接は要予約 

(女性のための法律

相談) 

029-233-3982 

第 2 金 13:00～16:00  

祝日の場合は前日の木曜日   

面接は要予約 

(ダイバーシティ相

談) 

029-233-0070 

第 1・3 土 13:00～17:00  

年末年始休   

面接は要予約 

女性のためのこころのオ

ンライン相談＠いばらき 

https://reserva.be

/iacpp2022 

毎月第１、３、５土曜日 13:00～16:00 

問合せ 茨城県福祉部障害福祉課精神

保健担当 029-301-3368 
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用語解説 

 

  用　語 説　明

い いきいき交流センター 高齢者の健康増進、教養の向上及びレクリエーションのための施設

いじめ相談ダイヤル
総合教育研究所内に設置された、いじめや悩み、不安に対する電話相談ダイ
ヤル

いじめ対応専門班 いじめに関する事案に対して、学校支援訪問をする支援チーム

いばらき健康経営推進事業所
認定制度

働く世代を主対象とした健康づくりの施策で、健康経営に取り組む企業を
「いばらき健康経営推進事業所」として茨城県が認定する制度

え ＳＮＳ
Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の
略。個人間のコミュニケーションを促進し、社会的なネットワークの構築を
支援する、インターネットを利用したサービス

か 家庭児童相談員
家庭における児童の健全な成長を確保するため、養育や発達等についての相
談・助言を行う人

け 傾聴ボランティア
悩みや寂しさを抱える人の話を真摯に聴くことで相手の心のケアをする活動
をする人。カウンセリングと異なり、原則的に問題解決のためのアドバイス
などは行わない。

ゲートキーパー
悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守
る活動を行う人

元気アップ・ステップ運動
健康づくりのための運動教室。ステップ（足踏み）運動と筋力トレーニング
で、要介護の原因となる脳血管疾患と転倒・骨折を予防する。

こ 子育てアドバイザー
育児経験者または、保健師、助産師、看護師、保育士等で、子育てアドバイ
ザー養成研修を受講終了した人

子育て支援相談員
こどもや子育て中の親が、多様な子育てサービスの中から適切なサービスを
選択し円滑に利用できるよう、情報提供や相談・助言等を行う人

こども食堂
こどもやその親及び地域の人々に対し、無料または安価で食事や団らんの場
を提供する活動

さ 産後うつ病
分娩後の数週間、ときに数か月までの時期に見られる強い悲嘆と、それに関
連する心理的障害が起きている状態

産婦健康診査
産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、産後２週間、 産後
１か月などの出産後間もない時期の産婦に対する健康診査

し 自殺総合対策大綱
自殺対策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として定めたも
の

自傷行為 意図的に自らの身体を傷つける行為。致死性が低い点で自殺とは異なる。

食生活改善推進員
地域の中で、こどもから高齢者まで幅広く、食生活改善の普及啓発活動な
ど、食を通した健康づくりの活動を行う人

女性相談員
夫婦や親族間の問題、結婚、離婚、ＤＶ、人間関係のトラブル等女性が抱え
る様々な悩みについての相談・助言等を行う人

シルバーリハビリ体操
高齢者の生活能力を維持するため、体操のための道具を使わず、いつでも、
どこでも、一人でもできる体操。どのような姿勢でもできるように組み立て
てある。

す スクールカウンセラー
カウンセリングを通して児童生徒や保護者の抱える不安や悩みの解消を図る
ことを目的とした、学校に配置されている心の専門家
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地域子育て支援拠点事業

保育所や認定こども園などで、子育て講座や育児相談、交流の場など、子育
てに関する支援を行う事業

地域包括ケアシステム
団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、高齢者が住み慣れた地域で自
分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、「住まい」「医
療」「介護」「予防」「生活支援」が切れ目なく一体的に提供される体制

て ＤＶ
ドメスティック・バイオレンスの略。配偶者や恋人など親密な関係にある、
又はあった者からの身体に対する暴力又はこれに準ずる心身に有害な影響を
及ぼす言動（精神的暴力や性的暴力など）のこと

は ハラスメント
いろいろな場面での嫌がらせ、いじめ。その種類は様々であるが、他者に対
する発言・行動等が本人の意図には関係なく、相手を不快にさせたり、尊厳
を傷つけたり、不利益を与えたり、脅威を与えること

ハローワーク
(公共職業安定所)

地域の総合的雇用サービスを行う公的機関で、失業者に対し雇用保険の給付
手続きを行うほか、求職者に対し職業相談・職業紹介を行う。事業主に対し
ては、人材の紹介のほか、助成金や給付金の支給を行うこともある。

ふ ファミリー・サポート・センター
子育ての援助を受けたい人（利用会員）と援助をしたい人（協力会員）が、
お互い助け合う地域組織を作り、こどもの預かりや送迎の援助を行う。

ほ 放課後児童健全育成事業
就労等により、保護者が昼間家にいない小学生を対象に、放課後の居場所作
りとして実施する事業で、「放課後学級」と「学童クラブ」がある。

保健推進員
健（検）診や健康教室、健康相談等の保健行政と市民とのパイプ役を担い、
また身近な相談者として健康づくりの支援を行う人

保護司
社会奉仕の精神をもって、犯罪や非行をした人の改善更生を助けるととも
に、犯罪の予防のため世論の啓発に努め、地域社会の浄化をはかり、個人及
び公共の福祉に寄与する者
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用　語 説　明

母子保健コーディネーター
妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を提供するため、妊産婦の支援
ニーズに対応する保健師、助産師等の専門職

み 水戸市安心・安全見守り隊
高齢者、障害者やこどもなど支援を必要とする人が、住み慣れた場所で安心
して暮らせるように、地域の団体や事業者などが行政と連携しながら、地域
をさりげなく、ゆるやかに見守る仕組み

よ 抑うつ状態
「気分が落ち込んで何にもする気になれない」、「憂鬱な気分」などの心の
状態が強くなり、様々な精神症状や身体症状がみられること

り リスクアセスメント
事業場にある危険性や有害性の特定、リスクの見積り、優先度の設定、リス
ク低減措置の決定の一連の手順

わ ワーク・ライフ・バランス

「仕事と生活の調和」と訳され、国民一人一人がやりがいや充実感を持ちな
がら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいて
も、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選
択・実現できること
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